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平成１４ 年３月期   中間決算短信（連結）        平成１３年１０月２６日   
上 場 会 社 名        日立キャピタル株式会社                         上場取引所 東京証券取引所 
コ ー ド 番 号         ８５８６                                       本社所在都道府県 東京都 
問 合 せ 先        責任者役職名 社長室法務グループ部長 
        氏    名 富安 至                ＴＥＬ (０３)３５０３－２１１８ 
決算取締役会開催日 平成１３年１０月２６日 
親会社名  株式会社日立製作所（コード番号：6501 ）          親会社における当社の株式保有比率 53.0％ 
米国会計基準採用の有無  無 
当社は、平成12 年 10 月１日に日立リース株式会社と合併しております。従いまして、平成12 年 9月中間期は旧日立クレジ
ットグループの業績、平成13 年 3 月期は同上半期業績と日立キャピタルグループ下半期業績の合算となっております。 
 

１． １３年９月中間期の連結業績（平成１３年 ４月 １日～平成１３年 ９月３０日） 
(1) 連結経営成績                    （金額は単位未満切捨）  
 営業収益 営業利益 
 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円   ％ 
    65,358    42.0 
    46,039    7.0 

百万円   ％ 
    16,735    41.9 
    11,794    9.1 

13 年３月期    109,794     26,834 
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり 
中 間 (当 期 )純 利 益 

 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円   ％ 
9,300    41.5 
6,573    13.6 

円  銭 
69  30 
54  99 

円  銭 
66  90 
52  48 

13 年３月期 14,727 116  60 111  99 
 (注)①取扱高  13 年９月中間期 884,552 百万円  12 年９月中間期  833,838 百万円  13 年３月期  1,826,350 百万円 
     ②持分法投資損益   13 年９月中間期   31 百万円  12 年９月中間期   22 百万円  13 年３月期   42百万円 
     ③期中平均株式数(連結) 13 年９月中間期134,191,410 株 12 年９月中間期119,537,671 株 13 年３月期126,306,709 株 
     ④会計処理の方法の変更   無 
     ⑤営業収益、営業利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円 
2,188,605 
1,053,002 

百万円 
229,428 
184,615 

％ 
       10.5 
       17.5 

円    銭 
1,709     71 
1,528      20 

13 年３月期 2,051,438 223,139        10.9 1,662   84 
(注) 期末発行済株式数(連結) 13 年９月中間期134,191,402 株 12 年９月中間期120,805,079 株 13 年３月期134,191,308 株 
 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営業活動による         

キャッシュ･フロー 
投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円 
166,752 
△13,895 

百万円 
△5,323 
    537 

百万円 
  △75,105 

25,704       

百万円 
   359,633 

187,741       
13 年３月期 173,686 10,499   △142,092    273,366 
(注)貸与資産の取得は、営業活動によるキャッシュ･フローに含めております。 
 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数   １９社  持分法適用非連結子会社数    ２社  持分法適用関連会社数   ２社 
 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結  (新規)１社  （除外）１社    持分法  (新規) ２社 
 

２． 14 年３月期の連結業績予想（平成１３年 ４月 １日～平成１４年 ３月３１日） 
 営業収益 営業利益 当期純利益 

 

通  期 
百万円 

129,000 
百万円 

32,500 
百万円 

             14,000 
(注)①取扱高 1,852,000 百万円 
  ②当期純利益には子会社の整理統合に伴う損失を特別損失として織り込んでおります。 
(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） 104 円 32 銭 



(注)１.

(注)２.

(注)３.

（株）日立製作所

他、日立グループ各社

連結子会社

非連結子会社

（注）１．日立ｷｬﾋﾟﾀﾙｵｰﾄﾘ-ｽ（株）は、平成13年７月に（株）ﾉﾊﾞｵｰﾄﾘｰｽより商号を変更しております。
　　　２．ﾄｩﾛｰﾌﾞﾘｯｼﾞ・ﾋﾞｰｸﾙ・ﾚﾝﾀﾙｽﾞ，Ltd.は、平成13年９月に買収し、非連結子会社としております。
　　　３．ﾋﾀﾁｸﾚｼﾞｯﾄ･ﾘｲﾝｼｭｱﾗﾝｽLtd.は、平成13年７月に設立し、連結子会社としております。

   事務代行

   金融サービス

（株）日立リースレント

ヒタチクレジット・インシュアランスCorp.Ltd.

１. 企　　業　　集　　団　　の　　状　　況

国 内 顧 客

（株）日立リースサービス

ヒタチクレジット（ユー・ケー），ＰLC

フリートリース（ユー・ケー）Ｌtd.

ﾄｩﾛｰﾌﾞﾘｯｼﾞ・ﾋﾞｰｸﾙ・ﾚﾝﾀﾙｽﾞ，Ltd.

クレジット・ソリュ-ションズ(ノ-ザン)．Ltd.

ヒタチリーシングヨーロッパ，Ltd.

ヒタチクレジット・リインシュアランスLtd.

ヒタチクレジットアメリカ，Corp.

（株）ノバビジネスサービス

海 外 顧 客

    当社の企業集団は、当社および連結子会社１９社ならびに非連結子会社２社、関連会社３社で構
成され、当社の親会社である株式会社日立製作所をはじめとする製造・販売に係る関連当事者と一
体となり、消費者ならびに企業に対し、それぞれの地域において幅広い金融サービスの提供を行っ
ております。
   連結子会社および非連結子会社の事業の系統図は、次のとおりであります。

関　連　当　事　者 
   資産管理サービス  

日立トリプルウィン（株）

ヒタチクレジットシンガポールPte.Ltd.

日  立  キ  ャ  ピ  タ  ル  （株）

   金融サービス

　　国　内　子　会　社 海　外　子　会　社

ヒタチリーシングシンガポールPte.,Ltd.

日立クレジット証券（株）

日立ｷｬﾋﾟﾀﾙｵｰﾄﾘ-ｽ（株）

第一信用保証（株）

アミック債権回収サービス(株)

（株）アミックデータサービス

ヒタチクレジット(ホンコン），Ltd.

沖縄日立キャピタル（株）

金
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２．経  営  方  針 

１．経営の基本方針 

当社は、日立グループの一員として、｢日立精神｣（和･誠・開拓者精神）を源とする経営理念－

「人間尊重」及び「事業創造」のもとに、お客様と社会の信頼にお応えしつつ、皆様と共により 

良い発展を目指したいと考えております。 

そのために、「Quality First」を行動指針として、時代の変化に機敏に対応する創造性を発揮

して、当社グループならびに日立グループの総合力を活かしながら、それぞれの分野のコアコンピ

タンスに一層の磨きをかけ、従来にも増してお客様満足度の向上を図ってまいります。 

この基本方針のもとに、当社グループの事業目標を「適正利潤の確保によって社会に貢献する」

および「日立グループの金融サービス事業推進の中核を担う」こととしております。即ち、既存 

事業の拡大と新規事業への取組による取扱高の増大、成長戦略の一つとしての先行投資および回収

の一層の強化による適正利潤の確保と共に、新しい局面を迎える金融サービス事業の中で、日立 

グループの“銀行機能”を発揮してまいります。 

当社は従来から培ってまいりました商品知識、金融技術及び資本市場における資金調達力をベー

スに、つぎの５つの事業を展開し、その発展を目指してまいります。 

①リース事業 

  大企業・官公庁を主な顧客とし、設備投資ニーズに対応したリース等を提供する事業であります。 

②リテール事業 

  個人に対しての販売金融および中堅・中小企業へのリース、ローン等を提供する事業であります。

なお、自動車につきましては戦略的観点から独立の事業部署とし、平成１３年５月にオート事業

開発部を設けております。 

③カード事業 

  セグメントされた特定個人を組織化し、カードを媒体とした金融およびペイメントに関するサー

ビス等を提供する事業であります。 

④証券化事業 

  証券化のアレンジメント等企業財務に関するサービスの提供（保証・保険を含む）ならびに

証券化商品の取次・販売を行う事業であります。 

⑤代行サービス事業 

  支払・回収代行および決済代行等の金融サービスならびに業務代行等のアウトソーシング 

事業であります。 

     また、これらの事業の優良企業職域への展開を横断的に支援する為、平成１３年１０月に 

職域事業開発部を設置いたしました。 

国内グループ各社においては、自動車リース、証券化ビジネス、アウトソーシング、人材派遣な

ど高度な専門性を活かした事業を推進し、企業価値の増大を目指しております。 

更に、海外各社は、ロンドン証券取引所に上場している日立クレジット(ユー・ケー),ＰＬＣを

はじめとして、ニューヨーク、香港、シンガポールなど世界の金融センターにおいて、高品質な 

金融サービスを提供し、グローバルな事業活動を展開しております。 
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２. 会社の利益配分に関する基本方針 

当社は、適正利潤の確保と財務体質の健全性維持に努めると共に、ステークホルダーに対し利益

を適正に配分することによって、企業の公益性・公共性を全うすることを基本方針としております。 

 

３.中長期的な会社の経営戦略 

当社および当社グループ各社は、「Quality First」を行動指針とし、各社の強みを活かしなが

ら、事業のサービス内容を更に充実させると共に、お客様の多様なニーズに応えるワンストップ 

サービスの提供に努め、お客様満足度の向上を図ってまいります。 

また、経済・金融構造の改革や法改正等によって生まれるさまざまなリスクに対するマネジメン

トやアウトソーシングなど、新たなニーズを迅速かつ健全なリスクテイクによって事業化し、これ

により拡がる顧客ネットワークを基盤とする“骨太のファイナンスカンパニー”を目指します。 

これらの戦略の実現によって、更なる収益性の向上を図ってまいります。 

 

以上の施策を通じて、平成１５年度（平成１６年３月期）には自己資本比率１０％維持と連結 

ＲＯＥ１０％以上（｢テンキープ、テンオーバー｣）を目指します。 

 

４.会社の経営管理組織の整備等に関する施策 

  平成１２年１０月１日の合併を契機として執行役員制度を導入し、権限の委譲と業務執行の責任

を明確にすると共に、取締役会の意思決定の迅速化を図っております。 
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３．経  営  成  績 

 

１.当上半期の概況 
当上半期の我が国経済は、世界景気の減速に伴う輸出の減少に加え、国内需要においても雇用や

所得環境の悪化による個人消費の低迷、また公共投資や住宅投資の落込みなどにより、景気は後退

傾向を示しました。 

このような状況の中で、当社グループは、セグメントした５つの事業分野それぞれにおいて顧客

志向を追求し、専門性に一層の磨きをかけると共に、新分野・新顧客の開拓、新制度商品の開発に

取り組んでまいりました｡ 

また、財務面においては資産の流動化・証券化によって確保したフリーキャッシュフローで、 

有利子負債の圧縮と手元流動性を改善すると共に、当社が永年培ってきた与信能力や債権管理能力

を一層強化し、信用リスクに万全の注意を払ってまいりました。 

 

取扱高の事業別状況は、次のとおりであります。 
 

＜リース事業＞ 

  昨年 10 月の合併を機に新たな事業分野としたリース事業につきましては、ＩＴ関連設備投資の

急激な減少やリース料率競争の激化等により、取扱高は 3,313億円となりました。 

＜リテール事業＞ 

  リテール事業につきましては、住宅の取扱いが好調であったものの、個人消費の伸び悩みの影響

を受けた家電や農水機器の取扱いが低迷し、取扱高は前年同期に比し２％減の 4,457 億円となりま

した。 

  また、主力であるオートは前年同期に比し１％増の 2,048億円となりました。 

＜カード事業＞ 

カード事業につきましては、多機能ＩＣカードの拡充やＷｅｂ加盟店でのクレジットカード決済 

サービスの開始などにより、取扱高は前年同期に比し５％増の 166 億円となりました。 

＜証券化事業＞ 

   証券化事業につきましては、当社の高格付けを活かした新商品の開発が寄与しましたが、証券化

スキームの変更により取扱高は前年同期に比し87％減の 267 億円となりました。 

なお、前年同期において当スキームの変更を考慮した実質的な伸びは 13％増となります。 

＜代行サービス事業＞ 

   代行サービス事業につきましては、日立グループなどに対する支払・回収代行業務が引き続き 

好調であったため、取扱高は前年同期に比し７％増の 677 億円となりました。 

 

上記の結果、日立キャピタルグループ全体の当上半期の取扱高につきましては、前年同期比６％

増の 8,845億円（証券化スキームを考慮した実質的な伸びは前年同期比34％増）となりました。 

また、収益面につきましては、営業収益は前年同期比 42.0％増の 653 億 5 千万円、営業利益は

同 41.9％増の 167 億 3 千万円、中間純利益も同 41.5％増の 93 億円をそれぞれ計上することができ

ました。連結キャッシュ・フローにつきましては、債権の流動化を進めたことなどにより、手元 

資金の当中間期末残高は前年度末に比し 862 億 6 千万円増の 3,596 億 3千万円となりました。 

 

２.通期の見通し 
企業を取り巻く環境は依然厳しい状況にあり、また、子会社の整理統合に伴う損失を特別損失と

して織り込んだため、平成 14年３月期における通期予想につきましては、営業収益 1,290 億円 

(前年比 17％増)、営業利益 325 億円(前年比 21％増)、当期純利益 140 億円(前年比５％減)となる

見通しであります。 



事 業 別 取 扱 高 実 績

　　　　（単位　百万円:未満切捨）
当中間期(構成比) 前会計年度(構成比)

期　別
  　　　 自平成13年４月　１日   　　　 自平成12年４月　１日

　    　　　至平成13年９月３０日    　　　至平成13年３月３１日
事   業   別 　 　

 （％）  （％）

リース　事業 331,325 ( 37 ) 441,631 ( 24 )

リテール事業 445,787 ( 50 ) 935,138 ( 51 )

その他の事業 111,172 ( 13 ) 456,763 ( 25 )

△ 3,732 ( △0 ) △ 7,183 ( △0 )

合       計 884,552 ( 100 ) 1,826,350 ( 100 )

消去又は全社

( ） ( ）

－５－
連結



比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表

  (単位　百万円：未満切捨)

　  　   期　　　別 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末 前連結会計年度

   科　　　目 (平成12年９月30日現在) (平成13年９月30日現在)(平成13年９月30日現在)(平成13年９月30日現在)(平成13年９月30日現在) (平成13年３月31日現在)
％ ％ ％ ％ ％ ％ 

(　資　産　の　部　)

 流  動  資  産 602,899 57.3 953,262 953,262 953,262 953,262 43.5 43.5 43.5 43.5 862,102 42.0 

現 金 及 び 預 金 187,381 17.8 358,145 358,145 358,145 358,145 16.4 16.4 16.4 16.4 272,528 13.3 

受取手形及び売掛金 384,944 36.6 549,973 549,973 549,973 549,973 25.1 25.1 25.1 25.1 552,292 26.9 

有 価 証 券 2,582 0.3 5,015 5,015 5,015 5,015 0.2 0.2 0.2 0.2 4,922 0.2 

繰 延 税 金 資 産 4,540 0.4 6,959 6,959 6,959 6,959 0.3 0.3 0.3 0.3 6,082 0.3 

そ の 他 28,405 2.7 41,611 41,611 41,611 41,611 1.9 1.9 1.9 1.9 34,790 1.7 

貸 倒 引 当 金 △ 4,953 △ 0.5 △△△△ 8,443 8,443 8,443 8,443 △△△△ 0.4 0.4 0.4 0.4 △ 8,514 △ 0.4 

 固  定  資  産 450,102 42.7 1,235,343 1,235,343 1,235,343 1,235,343 56.5 56.5 56.5 56.5 1,189,336 58.0 

　有形固定資産 430,603 40.9 1,185,768 1,185,768 1,185,768 1,185,768 54.2 54.2 54.2 54.2 1,144,238 55.8 

貸 与 資 産 425,874 40.4 1,180,199 1,180,199 1,180,199 1,180,199 53.9 53.9 53.9 53.9 1,138,610 55.5 

建 物 及 び 構 築 物 1,804 0.2 1,921 1,921 1,921 1,921 0.1 0.1 0.1 0.1 1,964 0.1 

機械装置及び車両運搬具 625 0.1 778 778 778 778 0.0 0.0 0.0 0.0 770 0.0 

器 具 備 品 1,053 0.1 1,302 1,302 1,302 1,302 0.1 0.1 0.1 0.1 1,326 0.1 

土 地 1,245 0.1 1,565 1,565 1,565 1,565 0.1 0.1 0.1 0.1 1,566 0.1 

　無形固定資産 1,827 0.2 4,076 4,076 4,076 4,076 0.2 0.2 0.2 0.2 3,699 0.2 

　投資その他の資産 17,671 1.6 45,498 45,498 45,498 45,498 2.1 2.1 2.1 2.1 41,398 2.0 

投 資 有 価 証 券 2,884 0.3 8,401 8,401 8,401 8,401 0.4 0.4 0.4 0.4 4,023 0.2 

長 期 貸 付 金 　　　　　　－ 　　　－ 14,900 14,900 14,900 14,900 0.7 0.7 0.7 0.7 14,900 0.7 

繰 延 税 金 資 産 6,628 0.6 8,158 8,158 8,158 8,158 0.4 0.4 0.4 0.4 7,980 0.4 

そ の 他 8,157 0.7 14,038 14,038 14,038 14,038 0.6 0.6 0.6 0.6 14,494 0.7 

資　　産　　合　　計 1,053,002 100.0 2,188,605 2,188,605 2,188,605 2,188,605 100.0 100.0 100.0 100.0 2,051,438 100.0 
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  (単位　百万円：未満切捨)

　  　   期　　　別 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末 前連結会計年度

   科　　　目 (平成12年９月30日現在) (平成13年９月30日現在)(平成13年９月30日現在)(平成13年９月30日現在)(平成13年９月30日現在) (平成13年３月31日現在)

％ ％ ％ ％ ％ ％ 

(　負　債　の　部　)

 流  動  負  債 500,482 47.5 856,699 856,699 856,699 856,699 39.1 39.1 39.1 39.1 857,380 41.8 

支払手形及び買掛金 166,000 15.8 237,425 237,425 237,425 237,425 10.8 10.8 10.8 10.8 275,421 13.4 

短 期 借 入 金 134,498 12.8 236,352 236,352 236,352 236,352 10.8 10.8 10.8 10.8 257,320 12.5 

コマーシャル・ペーパー 81,598 7.7 88,070 88,070 88,070 88,070 4.0 4.0 4.0 4.0 114,045 5.6 

1年以内償還予定の社債 72,595 6.9 90,044 90,044 90,044 90,044 4.1 4.1 4.1 4.1 69,994 3.4 

短 期 債 権 譲 渡 債 務          －     － 139,819 139,819 139,819 139,819 6.4 6.4 6.4 6.4 72,737 3.5 

未 払 法 人 税 等 5,850 0.5 8,651 8,651 8,651 8,651 0.4 0.4 0.4 0.4 7,345 0.4 

繰 延 税 金 負 債 882 0.1 548 548 548 548 0.0 0.0 0.0 0.0 351 0.0 

ローン保証引当金 5,000 0.5 6,000 6,000 6,000 6,000 0.3 0.3 0.3 0.3 6,000 0.3 

そ の 他 34,058 3.2 49,786 49,786 49,786 49,786 2.3 2.3 2.3 2.3 54,163 2.7 

 固  定  負  債 364,816 34.7 1,098,564 1,098,564 1,098,564 1,098,564 50.2 50.2 50.2 50.2 967,072 47.1 

社 債 327,103 31.1 416,937 416,937 416,937 416,937 19.1 19.1 19.1 19.1 378,578 18.5 

転 換 社 債 9,148 0.9 9,148 9,148 9,148 9,148 0.4 0.4 0.4 0.4 9,148 0.4 

長 期 借 入 金 16,172 1.5 380,533 380,533 380,533 380,533 17.4 17.4 17.4 17.4 446,870 21.8 

長 期 債 権 譲 渡 債 務          －     － 276,775 276,775 276,775 276,775 12.6 12.6 12.6 12.6 116,915 5.7 

退 職 給 付 引 当 金 6,157 0.6 5,986 5,986 5,986 5,986 0.3 0.3 0.3 0.3 5,845 0.3 

役員退職慰労引当金 661 0.1 717 717 717 717 0.0 0.0 0.0 0.0 957 0.0 

そ の 他 5,572 0.5 8,466 8,466 8,466 8,466 0.4 0.4 0.4 0.4 8,755 0.4 

負 債 合 計 865,298 82.2 1,955,264 1,955,264 1,955,264 1,955,264 89.3 89.3 89.3 89.3 1,824,452 88.9 

(　少数株主持分　)
 少 数 株 主 持 分 3,088 0.3 3,912 3,912 3,912 3,912 0.2 0.2 0.2 0.2 3,845 0.2 

(　資　本　の　部　)
 資  　本  　金 8,790 0.8 9,459 9,459 9,459 9,459 0.4 0.4 0.4 0.4 9,459 0.5 

 資 本 準 備 金 44,018 4.2 45,448 45,448 45,448 45,448 2.1 2.1 2.1 2.1 45,448 2.2 

 連 結 剰 余 金 133,353 12.7 175,210 175,210 175,210 175,210 8.0 8.0 8.0 8.0 168,559 8.2 

 その他有価証券評価差額金 463 0.0 429 429 429 429 0.0 0.0 0.0 0.0 430 0.0 

 為替換算調整勘定 △ 2,009 △ 0.2 △△△△ 1,119 1,119 1,119 1,119 △△△△ 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 757 △ 0.0 

 自  己  株  式 △ 0 △ 0.0 △△△△ 0 0 0 0 △△△△ 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 0 △ 0.0 

資 本 合 計 184,615 17.5 229,428 229,428 229,428 229,428 10.5 10.5 10.5 10.5 223,139 10.9 

負債、少数株主持分及び資本合計 1,053,002 100.0 2,188,605 2,188,605 2,188,605 2,188,605 100.0 100.0 100.0 100.0 2,051,438 100.0 
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 (単位  百万円：未満切捨)

前中間連結会計期間 　　当中間連結会計期間 前連結会計年度
                期　　 別

   科  　 目 自 平成12年 4月 1日 自 平成13年 4月 1日 自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日 至 平成13年 9月30日 至 平成13年 3月31日

　　％ 　　％ 　　％

営   　業 　  収  　　益営   　業 　  収  　　益営   　業 　  収  　　益営   　業 　  収  　　益 46,039 100.0 65,35865,35865,35865,358 100.0100.0100.0100.0 109,794 100.0

事事事事 業業業業 収収収収 益益益益 43,443 63,93063,93063,93063,930 105,769

金金金金 融融融融 収収収収 益益益益 840 275275275275 2,094

そそそそ のののの 他他他他 のののの 営営営営 業業業業 収収収収 益益益益 1,754 1,1521,1521,1521,152 1,930

営   　業 　  費  　　用営   　業 　  費  　　用営   　業 　  費  　　用営   　業 　  費  　　用 34,244 74.4 48,62348,62348,62348,623 74.474.474.474.4 82,959 75.6

販販販販 売売売売 費費費費 及及及及 びびびび 一一一一 般般般般 管管管管 理理理理 費費費費 21,641 28,10328,10328,10328,103 47,665

金金金金 融融融融 費費費費 用用用用 10,620 18,36018,36018,36018,360 30,160

そそそそ のののの 他他他他 のののの 営営営営 業業業業 費費費費 用用用用 1,982 2,1582,1582,1582,158 5,134

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益 11,794 25.6 16,73516,73516,73516,735 25.625.625.625.6 26,834 24.4

特     別      利     益特     別      利     益特     別      利     益特     別      利     益  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 

特     別      損     失特     別      損     失特     別      損     失特     別      損     失  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 818 0.7

英英英英 国国国国 車車車車 両両両両 処処処処 分分分分 損損損損 引引引引 当当当当 額額額額  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 818 0.7

税税税税金金金金等等等等調調調調整整整整前前前前中中中中間間間間((((当当当当期期期期))))純純純純利利利利益益益益 11,794 25.6 16,73516,73516,73516,735 25.625.625.625.6 26,016 23.7

法法法法 人人人人 税税税税 、、、、 住住住住 民民民民 税税税税 及及及及 びびびび 事事事事 業業業業 税税税税 5,734 12.4 8,0928,0928,0928,092 12.412.412.412.4 11,818 10.8

法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額 △     788 △1.7 △     891△     891△     891△     891 △1.4△1.4△1.4△1.4 △     1,061 △1.0

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 利利利利 益益益益 275 0.6 233233233233 0.40.40.40.4 531 0.5

中中中中 間間間間 （（（（ 当当当当 期期期期 ）））） 純純純純 利利利利 益益益益 6,573 14.3 9,3009,3009,3009,300 14.214.214.214.2 14,727 13.4

比  較  連  結  剰  余  金  計  算  書比  較  連  結  剰  余  金  計  算  書比  較  連  結  剰  余  金  計  算  書比  較  連  結  剰  余  金  計  算  書

比  較  連  結  損  益  計  算  書比  較  連  結  損  益  計  算  書比  較  連  結  損  益  計  算  書比  較  連  結  損  益  計  算  書

( ( )) )

(単位　百万円：未満切捨)

　　　　　　　期　　　別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成12年４月１日 自 平成13年４月１日自 平成13年４月１日自 平成13年４月１日自 平成13年４月１日 自 平成12年４月 1日

　科　　　　目 至 平成12年９月30日 至 平成13年９月30日至 平成13年９月30日至 平成13年９月30日至 平成13年９月30日 至 平成13年３月31日

連結剰余金期首残高 128,718 168,559 168,559 168,559 168,559 128,718 
連結剰余金増加高 16 － － － － 28,880
合併による増加高 － － － － － － － － 27,031
合併による連結子会社増加
に伴う増加高 － － － － － － － － 1,832

連結子会社増加に伴う増加高 16 － － － － 16

連結剰余金減少高 1,955 2,648 2,648 2,648 2,648 3,767 
配  当  金 1,791 2,415 2,415 2,415 2,415 3,603 

取締役賞与金 164 233 233 233 233 164 
中間（当期）純利益 6,573 9,300 9,300 9,300 9,300 14,727 

連結剰余金中間期末(期末)残高 133,353 175,210 175,210 175,210 175,210 168,559 

( ( () ) )

(
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比較連結キャッシュ・フロー計算書比較連結キャッシュ・フロー計算書比較連結キャッシュ・フロー計算書比較連結キャッシュ・フロー計算書

（単位 百万円:未満切捨）

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度

　　　　　項            目　　　　　項            目　　　　　項            目　　　　　項            目
自　平成12年4月 1日
至　平成12年9月30日

自　平成13年4月 1日自　平成13年4月 1日自　平成13年4月 1日自　平成13年4月 1日
至　平成13年9月30日至　平成13年9月30日至　平成13年9月30日至　平成13年9月30日

自　平成12年4月 1日
至　平成13年3月31日

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フローⅠ．営業活動によるキャッシュ・フローⅠ．営業活動によるキャッシュ・フローⅠ．営業活動によるキャッシュ・フロー

(1)(1)(1)(1) 税金等調整前中間(当期)純利益税金等調整前中間(当期)純利益税金等調整前中間(当期)純利益税金等調整前中間(当期)純利益 11,794 16,73516,73516,73516,735 26,016

(2)(2)(2)(2) 非 資 金 損 益 項 目非 資 金 損 益 項 目非 資 金 損 益 項 目非 資 金 損 益 項 目

      ① 減 価 償 却 費      ① 減 価 償 却 費      ① 減 価 償 却 費      ① 減 価 償 却 費 69,131 205,000205,000205,000205,000 267,045

      ② そ   の   他      ② そ   の   他      ② そ   の   他      ② そ   の   他 △ 560 68,571 762762762762 205,763205,763205,763205,763 △ 977 266,067

(3)(3)(3)(3) 投資財務活動に関する損益項目投資財務活動に関する損益項目投資財務活動に関する損益項目投資財務活動に関する損益項目

      ① 受取利息及び受取配当金      ① 受取利息及び受取配当金      ① 受取利息及び受取配当金      ① 受取利息及び受取配当金 △ 840 △ 275△ 275△ 275△ 275 △ 2,094

      ② 支  払  利  息      ② 支  払  利  息      ② 支  払  利  息      ② 支  払  利  息 10,620 17,18417,18417,18417,184 28,704

      ③ 有価証券売却損益      ③ 有価証券売却損益      ③ 有価証券売却損益      ③ 有価証券売却損益 △ 340 △ 320△ 320△ 320△ 320 △ 510

      ④ そ   の   他      ④ そ   の   他      ④ そ   の   他      ④ そ   の   他 222 9,661 178178178178 16,76716,76716,76716,767 210 26,310

(4)(4)(4)(4) 営業活動に伴う資産及び負債の増減項目営業活動に伴う資産及び負債の増減項目営業活動に伴う資産及び負債の増減項目営業活動に伴う資産及び負債の増減項目

      ① 受取手形及び売掛金の減少（△ 増加）      ① 受取手形及び売掛金の減少（△ 増加）      ① 受取手形及び売掛金の減少（△ 増加）      ① 受取手形及び売掛金の減少（△ 増加） 16,625 △ 22,592△ 22,592△ 22,592△ 22,592 △ 55,206

      ② 資産の流動化による入金      ② 資産の流動化による入金      ② 資産の流動化による入金      ② 資産の流動化による入金 271,551 602,606602,606602,606602,606 836,121

      ③ 資産の流動化に係わる決済      ③ 資産の流動化に係わる決済      ③ 資産の流動化に係わる決済      ③ 資産の流動化に係わる決済 △ 315,603 △ 336,109△ 336,109△ 336,109△ 336,109 △ 651,174

      ④ 貸倒・ローン保証引当金の増加（△減少）      ④ 貸倒・ローン保証引当金の増加（△減少）      ④ 貸倒・ローン保証引当金の増加（△減少）      ④ 貸倒・ローン保証引当金の増加（△減少） △ 302 13131313 △ 4,048

      ⑤ 貸与資産の売滅却損益      ⑤ 貸与資産の売滅却損益      ⑤ 貸与資産の売滅却損益      ⑤ 貸与資産の売滅却損益 △ 473 △ 209△ 209△ 209△ 209 1,380

      ⑥ 貸与資産の取得      ⑥ 貸与資産の取得      ⑥ 貸与資産の取得      ⑥ 貸与資産の取得 △ 104,083 △ 291,224△ 291,224△ 291,224△ 291,224 △ 360,972

      ⑦ 貸与資産の売却      ⑦ 貸与資産の売却      ⑦ 貸与資産の売却      ⑦ 貸与資産の売却 15,528 24,72624,72624,72624,726 39,075

      ⑧ 支払手形及び買掛金の増加（△ 減少）      ⑧ 支払手形及び買掛金の増加（△ 減少）      ⑧ 支払手形及び買掛金の増加（△ 減少）      ⑧ 支払手形及び買掛金の増加（△ 減少） 24,189 △ 92,568 △ 37,959△ 37,959△ 37,959△ 37,959 △ 60,750△ 60,750△ 60,750△ 60,750 47,112 △ 147,711

(5)(5)(5)(5) そ   の   他そ   の   他そ   の   他そ   の   他

      ① 退職給付(給与)引当金の増加（△ 減少）      ① 退職給付(給与)引当金の増加（△ 減少）      ① 退職給付(給与)引当金の増加（△ 減少）      ① 退職給付(給与)引当金の増加（△ 減少） 107 141141141141 △ 602

      ② その他の資産及び負債の増減      ② その他の資産及び負債の増減      ② その他の資産及び負債の増減      ② その他の資産及び負債の増減 △ 7,298 △ 7,191 △ 5,089△ 5,089△ 5,089△ 5,089 △ 4,948△ 4,948△ 4,948△ 4,948 13,016 12,414

    小          計    小          計    小          計    小          計 △ 9,732 173,565173,565173,565173,565 183,096

(6)(6)(6)(6) 法 人 税 等 の 支 払 額法 人 税 等 の 支 払 額法 人 税 等 の 支 払 額法 人 税 等 の 支 払 額 △ 4,163 △ 6,813△ 6,813△ 6,813△ 6,813 △ 9,410

 営業活動によるキャッシュ・フロー 営業活動によるキャッシュ・フロー 営業活動によるキャッシュ・フロー 営業活動によるキャッシュ・フロー △ 13,895 166,752166,752166,752166,752 173,686

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フローⅡ．投資活動によるキャッシュ・フローⅡ．投資活動によるキャッシュ・フローⅡ．投資活動によるキャッシュ・フロー

(1)(1)(1)(1) 有価証券（現金同等物を除く）の取得有価証券（現金同等物を除く）の取得有価証券（現金同等物を除く）の取得有価証券（現金同等物を除く）の取得 △ 3,048 △ 4,725△ 4,725△ 4,725△ 4,725 △ 5,105

(2)(2)(2)(2) 有価証券（現金同等物を除く）の売却有価証券（現金同等物を除く）の売却有価証券（現金同等物を除く）の売却有価証券（現金同等物を除く）の売却 3,202 4,8194,8194,8194,819 6,559

(3)(3)(3)(3) 投資有価証券の取得売却等投資有価証券の取得売却等投資有価証券の取得売却等投資有価証券の取得売却等 △ 4 △ 4,357△ 4,357△ 4,357△ 4,357 7,151

(4)(4)(4)(4) 有形(貸与資産を除く)･無形固定資産の取得有形(貸与資産を除く)･無形固定資産の取得有形(貸与資産を除く)･無形固定資産の取得有形(貸与資産を除く)･無形固定資産の取得 △ 749 △ 1,366△ 1,366△ 1,366△ 1,366 △ 1,754

(5)(5)(5)(5) 有形(貸与資産を除く)･無形固定資産の売却有形(貸与資産を除く)･無形固定資産の売却有形(貸与資産を除く)･無形固定資産の売却有形(貸与資産を除く)･無形固定資産の売却 135 29292929 1,879

(6)(6)(6)(6) 利息及び配当金の受取額利息及び配当金の受取額利息及び配当金の受取額利息及び配当金の受取額 865 275275275275 1,879

(7)(7)(7)(7) そ  の  他そ  の  他そ  の  他そ  の  他 136 －－－－ △ 111

 投資活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 537 △ 5,323△ 5,323△ 5,323△ 5,323 10,499

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フローⅢ．財務活動によるキャッシュ・フローⅢ．財務活動によるキャッシュ・フローⅢ．財務活動によるキャッシュ・フロー

(1)(1)(1)(1) 短期借入金の増加（△ 減少）短期借入金の増加（△ 減少）短期借入金の増加（△ 減少）短期借入金の増加（△ 減少） 29,853 △ 14,357△ 14,357△ 14,357△ 14,357 △ 77,378

(2)(2)(2)(2) コマーシャル･ペーパーの増加（△ 減少）コマーシャル･ペーパーの増加（△ 減少）コマーシャル･ペーパーの増加（△ 減少）コマーシャル･ペーパーの増加（△ 減少） △ 7,831 △ 24,021△ 24,021△ 24,021△ 24,021 14,546

(3)(3)(3)(3) 長期借入金の調達長期借入金の調達長期借入金の調達長期借入金の調達 3,217 28,25528,25528,25528,255 140,221

(4)(4)(4)(4) 長期借入金の返済長期借入金の返済長期借入金の返済長期借入金の返済 △ 3,952 △ 98,845△ 98,845△ 98,845△ 98,845 △ 209,682

(5)(5)(5)(5) 普通社債の発行普通社債の発行普通社債の発行普通社債の発行 55,897 72,51972,51972,51972,519 116,235

(6)(6)(6)(6) 普通社債の償還普通社債の償還普通社債の償還普通社債の償還 △ 38,555 △ 12,361△ 12,361△ 12,361△ 12,361 △ 96,397

(7)(7)(7)(7) 社債発行費社債発行費社債発行費社債発行費 △ 213 △ 167△ 167△ 167△ 167 △ 468

(8)(8)(8)(8) 利息の支払額利息の支払額利息の支払額利息の支払額 △ 10,793 △ 23,575△ 23,575△ 23,575△ 23,575 △ 25,380

(9)(9)(9)(9) 配当金の支払額配当金の支払額配当金の支払額配当金の支払額 △ 1,791 △ 2,415△ 2,415△ 2,415△ 2,415 △ 3,603

(10)(10)(10)(10)少数株主への配当金の支払額少数株主への配当金の支払額少数株主への配当金の支払額少数株主への配当金の支払額 △ 124 △ 137△ 137△ 137△ 137 △ 186

 財務活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 25,704 △ 75,105△ 75,105△ 75,105△ 75,105 △ 142,092

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 252 △ 58△ 58△ 58△ 58 332

Ⅴ．現金及び現金同等物の増加又は減少Ⅴ．現金及び現金同等物の増加又は減少Ⅴ．現金及び現金同等物の増加又は減少Ⅴ．現金及び現金同等物の増加又は減少 12,094 86,26786,26786,26786,267 42,425

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 175,647 273,366273,366273,366273,366 175,647

Ⅶ. 合併および合併による連結子会社増加Ⅶ. 合併および合併による連結子会社増加Ⅶ. 合併および合併による連結子会社増加Ⅶ. 合併および合併による連結子会社増加

    に伴う現金及び現金同等物の引継額    に伴う現金及び現金同等物の引継額    に伴う現金及び現金同等物の引継額    に伴う現金及び現金同等物の引継額 - ---- 55,293

Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高Ⅷ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 187,741 359,633359,633359,633359,633 273,366

　　　　　　　　　　　　　　　期            別　　　　　　　　　　　　　　　期            別　　　　　　　　　　　　　　　期            別　　　　　　　　　　　　　　　期            別

( )( )( )
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項１．連結の範囲に関する事項１．連結の範囲に関する事項１．連結の範囲に関する事項

  (1)連結子会社の数 ：１９社  (1)連結子会社の数 ：１９社  (1)連結子会社の数 ：１９社  (1)連結子会社の数 ：１９社

主要な連結子会社名：日立キャピタルオートリース(株)、ヒタチクレジット(ユー･ケー),PLC主要な連結子会社名：日立キャピタルオートリース(株)、ヒタチクレジット(ユー･ケー),PLC主要な連結子会社名：日立キャピタルオートリース(株)、ヒタチクレジット(ユー･ケー),PLC主要な連結子会社名：日立キャピタルオートリース(株)、ヒタチクレジット(ユー･ケー),PLC

　　　当中間連結会計期間よりヒタチクレジット(ユー・ケー）,ＰＬＣが設立したヒタチクレジット・リインシュア　　　当中間連結会計期間よりヒタチクレジット(ユー・ケー）,ＰＬＣが設立したヒタチクレジット・リインシュア　　　当中間連結会計期間よりヒタチクレジット(ユー・ケー）,ＰＬＣが設立したヒタチクレジット・リインシュア　　　当中間連結会計期間よりヒタチクレジット(ユー・ケー）,ＰＬＣが設立したヒタチクレジット・リインシュア

　　ランスＬｔｄ.を新たに連結子会社に含めております。　また、ヒタチリーシングアメリカ,Ltd.については、　　ランスＬｔｄ.を新たに連結子会社に含めております。　また、ヒタチリーシングアメリカ,Ltd.については、　　ランスＬｔｄ.を新たに連結子会社に含めております。　また、ヒタチリーシングアメリカ,Ltd.については、　　ランスＬｔｄ.を新たに連結子会社に含めております。　また、ヒタチリーシングアメリカ,Ltd.については、

　　平成１３年９月２８日をもって清算結了しているため連結の範囲から除外しております。　　平成１３年９月２８日をもって清算結了しているため連結の範囲から除外しております。　　平成１３年９月２８日をもって清算結了しているため連結の範囲から除外しております。　　平成１３年９月２８日をもって清算結了しているため連結の範囲から除外しております。

  (2)非連結子会社の数及び社名：２社  (2)非連結子会社の数及び社名：２社  (2)非連結子会社の数及び社名：２社  (2)非連結子会社の数及び社名：２社

会社名：第一信用保証(株)、トゥローブリッジ・ビークル・レンタルズ,Ltd.会社名：第一信用保証(株)、トゥローブリッジ・ビークル・レンタルズ,Ltd.会社名：第一信用保証(株)、トゥローブリッジ・ビークル・レンタルズ,Ltd.会社名：第一信用保証(株)、トゥローブリッジ・ビークル・レンタルズ,Ltd.

　　　中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。　　　中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。　　　中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。　　　中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

２．持分法の適用に関する事項２．持分法の適用に関する事項２．持分法の適用に関する事項２．持分法の適用に関する事項

  (1)持分法適用の非連結子会社数：２社   (1)持分法適用の非連結子会社数：２社   (1)持分法適用の非連結子会社数：２社   (1)持分法適用の非連結子会社数：２社 

会社名：第一信用保証(株)、トゥローブリッジ・ビークル・レンタルズ,Ltd.会社名：第一信用保証(株)、トゥローブリッジ・ビークル・レンタルズ,Ltd.会社名：第一信用保証(株)、トゥローブリッジ・ビークル・レンタルズ,Ltd.会社名：第一信用保証(株)、トゥローブリッジ・ビークル・レンタルズ,Ltd.

  (2)持分法適用の関連会社数：２社          (2)持分法適用の関連会社数：２社          (2)持分法適用の関連会社数：２社          (2)持分法適用の関連会社数：２社        

    　　　　　    　　　　　    　　　　　    　　　　　会社名：(株)日産火災エヌエヌサービス、 カービュー・ネットファイナンス(株)会社名：(株)日産火災エヌエヌサービス、 カービュー・ネットファイナンス(株)会社名：(株)日産火災エヌエヌサービス、 カービュー・ネットファイナンス(株)会社名：(株)日産火災エヌエヌサービス、 カービュー・ネットファイナンス(株)

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項３．連結子会社の中間決算日等に関する事項３．連結子会社の中間決算日等に関する事項３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

    連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一であります。    連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一であります。    連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一であります。    連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項４．会計処理基準に関する事項４．会計処理基準に関する事項４．会計処理基準に関する事項

  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法  (1)重要な資産の評価基準及び評価方法

     ①有価証券     ①有価証券     ①有価証券     ①有価証券

　　  　売買目的有価証券･･･････時価法（売却原価は移動平均法により算定）　　  　売買目的有価証券･･･････時価法（売却原価は移動平均法により算定）　　  　売買目的有価証券･･･････時価法（売却原価は移動平均法により算定）　　  　売買目的有価証券･･･････時価法（売却原価は移動平均法により算定）

　　  　満期保有目的の債券･････償却原価法　　  　満期保有目的の債券･････償却原価法　　  　満期保有目的の債券･････償却原価法　　  　満期保有目的の債券･････償却原価法

　　　  その他有価証券　　　  その他有価証券　　　  その他有価証券　　　  その他有価証券

  時価のあるもの･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法  時価のあるもの･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法  時価のあるもの･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法  時価のあるもの･････中間決算日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）    （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

  時価のないもの･････移動平均法による原価法  時価のないもの･････移動平均法による原価法  時価のないもの･････移動平均法による原価法  時価のないもの･････移動平均法による原価法

     ② デリバティブ･････････････時価法     ② デリバティブ･････････････時価法     ② デリバティブ･････････････時価法     ② デリバティブ･････････････時価法

  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

     ①有形固定資産     ①有形固定資産     ①有形固定資産     ①有形固定資産

          貸与資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法、その他の有形固定資産は主として          貸与資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法、その他の有形固定資産は主として          貸与資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法、その他の有形固定資産は主として          貸与資産についてはリース期間を耐用年数とする定額法、その他の有形固定資産は主として

        定率法によっております。        定率法によっております。        定率法によっております。        定率法によっております。

          ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法によって          ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法によって          ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法によって          ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法によって

        おります。        おります。        おります。        おります。

          なお、貸与資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加計上しております。当中間連結          なお、貸与資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加計上しております。当中間連結          なお、貸与資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加計上しております。当中間連結          なお、貸与資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加計上しております。当中間連結

       会計期間末における追加計上の減価償却累計額は6,534百万円であります。       会計期間末における追加計上の減価償却累計額は6,534百万円であります。       会計期間末における追加計上の減価償却累計額は6,534百万円であります。       会計期間末における追加計上の減価償却累計額は6,534百万円であります。

     ②無形固定資産     ②無形固定資産     ②無形固定資産     ②無形固定資産

          定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に          定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に          定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に          定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に

        基づく定額法によっております。        基づく定額法によっております。        基づく定額法によっております。        基づく定額法によっております。

  (3)重要な引当金の計上基準  (3)重要な引当金の計上基準  (3)重要な引当金の計上基準  (3)重要な引当金の計上基準

     ①貸倒引当金     ①貸倒引当金     ①貸倒引当金     ①貸倒引当金

          営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先債権、実質          営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先債権、実質          営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先債権、実質          営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先債権、実質

       破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を計上して       破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を計上して       破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を計上して       破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額を計上して

       おります。       おります。       おります。       おります。
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連結



         (ⅰ)正常先債権は、過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等の         (ⅰ)正常先債権は、過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等の         (ⅰ)正常先債権は、過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等の         (ⅰ)正常先債権は、過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期間等の

              事業特性を考慮した額を計上しております。              事業特性を考慮した額を計上しております。              事業特性を考慮した額を計上しております。              事業特性を考慮した額を計上しております。

         (ⅱ)要注意先債権は、各債権の状況に応じてその10％～50％を計上しております。         (ⅱ)要注意先債権は、各債権の状況に応じてその10％～50％を計上しております。         (ⅱ)要注意先債権は、各債権の状況に応じてその10％～50％を計上しております。         (ⅱ)要注意先債権は、各債権の状況に応じてその10％～50％を計上しております。

         (ⅲ)破綻懸念先債権は、その全額を計上しております。         (ⅲ)破綻懸念先債権は、その全額を計上しております。         (ⅲ)破綻懸念先債権は、その全額を計上しております。         (ⅲ)破綻懸念先債権は、その全額を計上しております。

         (ⅳ)実質破綻先債権および破綻先債権については、その全額を貸倒損失として費用処理して         (ⅳ)実質破綻先債権および破綻先債権については、その全額を貸倒損失として費用処理して         (ⅳ)実質破綻先債権および破綻先債権については、その全額を貸倒損失として費用処理して         (ⅳ)実質破綻先債権および破綻先債権については、その全額を貸倒損失として費用処理して

おりますので、貸倒引当金としての計上額はありません。おりますので、貸倒引当金としての計上額はありません。おりますので、貸倒引当金としての計上額はありません。おりますので、貸倒引当金としての計上額はありません。

     ②ローン保証引当金     ②ローン保証引当金     ②ローン保証引当金     ②ローン保証引当金

          ローン保証債務に対して、貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上しております。          ローン保証債務に対して、貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上しております。          ローン保証債務に対して、貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上しております。          ローン保証債務に対して、貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上しております。

     ③退職給付引当金     ③退職給付引当金     ③退職給付引当金     ③退職給付引当金

          従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産          従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産          従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産          従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産

        の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してお        の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してお        の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してお        の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してお

        ります。        ります。        ります。        ります。

          会計基準変更時差異△8,829百万円については５年による按分額を費用処理しております。          会計基準変更時差異△8,829百万円については５年による按分額を費用処理しております。          会計基準変更時差異△8,829百万円については５年による按分額を費用処理しております。          会計基準変更時差異△8,829百万円については５年による按分額を費用処理しております。

          数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法          数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法          数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法          数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法

        によっており、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。        によっており、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。        によっており、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。        によっており、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

          過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理して          過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理して          過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理して          過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処理して

        おります。        おります。        おります。        おります。
　　　④役員退職慰労引当金　　　④役員退職慰労引当金　　　④役員退職慰労引当金　　　④役員退職慰労引当金

          役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき、その全額を計上しております。          役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき、その全額を計上しております。          役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき、その全額を計上しております。          役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき、その全額を計上しております。

  (4)重要なリース取引の処理方法  (4)重要なリース取引の処理方法  (4)重要なリース取引の処理方法  (4)重要なリース取引の処理方法

         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ         リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

       いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。       いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。       いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。       いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

  (5)重要なヘッジ会計の方法  (5)重要なヘッジ会計の方法  (5)重要なヘッジ会計の方法  (5)重要なヘッジ会計の方法

  　　①ヘッジ会計の方法  　　①ヘッジ会計の方法  　　①ヘッジ会計の方法  　　①ヘッジ会計の方法

          繰延ヘッジ処理によっております。ただし、通貨スワップの付されている外貨建負債について          繰延ヘッジ処理によっております。ただし、通貨スワップの付されている外貨建負債について          繰延ヘッジ処理によっております。ただし、通貨スワップの付されている外貨建負債について          繰延ヘッジ処理によっております。ただし、通貨スワップの付されている外貨建負債について

        は振当処理、また、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっており        は振当処理、また、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっており        は振当処理、また、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっており        は振当処理、また、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特例処理によっており

        ます。        ます。        ます。        ます。

　  　②ヘッジ手段とヘッジ対象　  　②ヘッジ手段とヘッジ対象　  　②ヘッジ手段とヘッジ対象　  　②ヘッジ手段とヘッジ対象

　         ヘッジ手段･･････金利スワップ、金利オプションおよび通貨スワップ　         ヘッジ手段･･････金利スワップ、金利オプションおよび通貨スワップ　         ヘッジ手段･･････金利スワップ、金利オプションおよび通貨スワップ　         ヘッジ手段･･････金利スワップ、金利オプションおよび通貨スワップ

           ヘッジ対象･･････債務および予定取引           ヘッジ対象･･････債務および予定取引           ヘッジ対象･･････債務および予定取引           ヘッジ対象･･････債務および予定取引

      ③ヘッジ方針      ③ヘッジ方針      ③ヘッジ方針      ③ヘッジ方針

           財務活動に係る金利リスクおよび為替リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行って           財務活動に係る金利リスクおよび為替リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行って           財務活動に係る金利リスクおよび為替リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行って           財務活動に係る金利リスクおよび為替リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引を行って

        おります。なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。        おります。なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。        おります。なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。        おります。なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。

      ④ヘッジ有効性評価の方法      ④ヘッジ有効性評価の方法      ④ヘッジ有効性評価の方法      ④ヘッジ有効性評価の方法

　　　　　　ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ･フロー変動の累計とを　　　　　　ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ･フロー変動の累計とを　　　　　　ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ･フロー変動の累計とを　　　　　　ヘッジ対象のキャッシュ･フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ･フロー変動の累計とを

　　　　　比較し、両者の変動額の比率分析で判定しております。　　　　　比較し、両者の変動額の比率分析で判定しております。　　　　　比較し、両者の変動額の比率分析で判定しております。　　　　　比較し、両者の変動額の比率分析で判定しております。

   (6)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項   (6)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項   (6)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項   (6)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

        消費税等の会計処理        消費税等の会計処理        消費税等の会計処理        消費税等の会計処理

      　　 国内会社における消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。      　　 国内会社における消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。      　　 国内会社における消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。      　　 国内会社における消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引     中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引

   き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負   き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負   き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負   き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

   わない取得日から３か月以内に償還日の到来する短期投資からなっております。   わない取得日から３か月以内に償還日の到来する短期投資からなっております。   わない取得日から３か月以内に償還日の到来する短期投資からなっております。   わない取得日から３か月以内に償還日の到来する短期投資からなっております。
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連結



（注 記 事 項）（注 記 事 項）（注 記 事 項）（注 記 事 項）

（中間連結貸借対照表関係）（中間連結貸借対照表関係）（中間連結貸借対照表関係）（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末      前連結会計年度末     前連結会計年度末     前連結会計年度末     前連結会計年度末

  １．有形固定資産の  １．有形固定資産の  １．有形固定資産の  １．有形固定資産の

　　　減価償却累計額　　　減価償却累計額　　　減価償却累計額　　　減価償却累計額 343,324343,324343,324343,324 百万円百万円百万円百万円 1,557,4181,557,4181,557,4181,557,418 百万円百万円百万円百万円 1,510,4431,510,4431,510,4431,510,443 百万円百万円百万円百万円

  ２．ロ ー ン 保 証   ２．ロ ー ン 保 証   ２．ロ ー ン 保 証   ２．ロ ー ン 保 証 

　　　債  務  残  高　　　債  務  残  高　　　債  務  残  高　　　債  務  残  高 669,741669,741669,741669,741 百万円百万円百万円百万円 680,914680,914680,914680,914 百万円百万円百万円百万円 673,196673,196673,196673,196 百万円百万円百万円百万円

  ３．中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理  ３．中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理  ３．中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理  ３．中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理

　　　　中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理については、前中間連結会計期間、　　　　中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理については、前中間連結会計期間、　　　　中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理については、前中間連結会計期間、　　　　中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形の会計処理については、前中間連結会計期間、

　　 当中間連結会計期間および前連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、満期日に決済　　 当中間連結会計期間および前連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、満期日に決済　　 当中間連結会計期間および前連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、満期日に決済　　 当中間連結会計期間および前連結会計年度の末日が金融機関の休日であったため、満期日に決済

     が行われたものとして処理しております。なお、中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形はそ     が行われたものとして処理しております。なお、中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形はそ     が行われたものとして処理しております。なお、中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形はそ     が行われたものとして処理しております。なお、中間連結期末日（連結会計年度末日）満期手形はそ

     れぞれ次のとおりであります。     れぞれ次のとおりであります。     れぞれ次のとおりであります。     れぞれ次のとおりであります。

前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末      前連結会計年度末     前連結会計年度末     前連結会計年度末     前連結会計年度末

受取手形受取手形受取手形受取手形 1,8391,8391,8391,839 百万円百万円百万円百万円 1,0141,0141,0141,014 百万円百万円百万円百万円 2,5932,5932,5932,593 百万円百万円百万円百万円

支払手形支払手形支払手形支払手形 ---- 百万円百万円百万円百万円 5,1035,1035,1035,103 百万円百万円百万円百万円 6,4866,4866,4866,486 百万円百万円百万円百万円

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  現金及び現金同等物の（中間）期末残高と（中間）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  現金及び現金同等物の（中間）期末残高と（中間）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  現金及び現金同等物の（中間）期末残高と（中間）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係  現金及び現金同等物の（中間）期末残高と（中間）連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末      前連結会計年度末     前連結会計年度末     前連結会計年度末     前連結会計年度末

      現金及び預金勘定      現金及び預金勘定      現金及び預金勘定      現金及び預金勘定 187,381187,381187,381187,381 百万円百万円百万円百万円 358,145358,145358,145358,145 百万円百万円百万円百万円 272,528272,528272,528272,528 百万円百万円百万円百万円

      取得日から３か月以内に      取得日から３か月以内に      取得日から３か月以内に      取得日から３か月以内に

      償還期限の到来する短期      償還期限の到来する短期      償還期限の到来する短期      償還期限の到来する短期

      投資（有価証券勘定）      投資（有価証券勘定）      投資（有価証券勘定）      投資（有価証券勘定） 360360360360 百万円百万円百万円百万円 1,4871,4871,4871,487 百万円百万円百万円百万円 837837837837 百万円百万円百万円百万円

      現金及び現金同等物      現金及び現金同等物      現金及び現金同等物      現金及び現金同等物 187,741187,741187,741187,741 百万円百万円百万円百万円 359,633359,633359,633359,633 百万円百万円百万円百万円 273,366273,366273,366273,366 百万円百万円百万円百万円
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる リース物件の所有権が借主に移転すると認めらリース物件の所有権が借主に移転すると認めらリース物件の所有権が借主に移転すると認めらリース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
もの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引れるもの以外のファイナンス・リース取引れるもの以外のファイナンス・リース取引れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引

１．借  主  側 １．借  主  側１．借  主  側１．借  主  側１．借  主  側 １．借  主  側
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却
  累計額相当額及び中間期末残高相当額         累計額相当額及び中間期末残高相当額累計額相当額及び中間期末残高相当額累計額相当額及び中間期末残高相当額累計額相当額及び中間期末残高相当額     累計額相当額及び期末残高相当額

車  両 器具備品　　合    計 　　　器具備品  　　　器具備品  　　　器具備品  　　　器具備品  　　　器具備品  
取得価額
相 当 額 52 1,698 1,750 百万円 取得価額相当額取得価額相当額取得価額相当額取得価額相当額 1,6691,6691,6691,669 百万円百万円百万円百万円 取得価額相当額 1,647 百万円
減価償却
累 計 額
相 当 額

45 775 821 百万円 減価償却累計額相当額減価償却累計額相当額減価償却累計額相当額減価償却累計額相当額 907907907907 百万円百万円百万円百万円 減価償却累計額相当額 804 百万円

中 間 期
末 残 高
相 当 額

6 922 929 百万円 中間期末残高相当額中間期末残高相当額中間期末残高相当額中間期末残高相当額 761761761761 百万円百万円百万円百万円 期末残高相当額 843 百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額(2)未経過リース料中間期末残高相当額(2)未経過リース料中間期末残高相当額(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 105,150 百万円 １年内１年内１年内１年内 96,83396,83396,83396,833 百万円百万円百万円百万円 １年内 102,363 百万円
１年超 190,630 百万円 １年超１年超１年超１年超 162,949162,949162,949162,949 百万円百万円百万円百万円 １年超 183,811 百万円
合  計 295,781 百万円 合  計合  計合  計合  計 259,782259,782259,782259,782 百万円百万円百万円百万円 合  計 286,174 百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当額 なお、未経過リース料中間期末残高相当額なお、未経過リース料中間期末残高相当額なお、未経過リース料中間期末残高相当額なお、未経過リース料中間期末残高相当額 なお、未経過リース料期末残高相当額には、
には、転貸リースに係る未経過リース料の には、転貸リースに係る未経過リース料のには、転貸リースに係る未経過リース料のには、転貸リースに係る未経過リース料のには、転貸リースに係る未経過リース料の 転貸リースに係る未経過リース料の期末残高
中間期末残高を含めております。 中間期末残高を含めております。中間期末残高を含めております。中間期末残高を含めております。中間期末残高を含めております。 を含めております。

(3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額(3)支払リース料、減価償却費相当額(3)支払リース料、減価償却費相当額(3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 及び支払利息相当額及び支払利息相当額及び支払利息相当額及び支払利息相当額 及び支払利息相当額

支払リース料 292 百万円 支払リース料支払リース料支払リース料支払リース料 199199199199 百万円百万円百万円百万円 支払リース料 490 百万円
減価償却費相当額 274 百万円 減価償却費相当額減価償却費相当額減価償却費相当額減価償却費相当額 209209209209 百万円百万円百万円百万円 減価償却費相当額 477 百万円
支払利息相当額 17 百万円 支払利息相当額支払利息相当額支払利息相当額支払利息相当額 14141414 百万円百万円百万円百万円 支払利息相当額 31 百万円

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の(4)減価償却費相当額及び利息相当額の(4)減価償却費相当額及び利息相当額の(4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法 算定方法算定方法算定方法算定方法 算定方法
減価償却費相当額の算定方法は、リース期間
を耐用年数とし残存価額を零とする定額法に 同左同左同左同左 同左
よっており、また、利息相当額はリース料総
額とリース物件の取得価額相当額との差額と
し、各期への配分方法については利息法によ
っております。

２．貸  主  側 ２．貸  主  側２．貸  主  側２．貸  主  側２．貸  主  側 ２．貸  主  側
(1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得(1)固定資産に含まれているリース物件の取得(1)固定資産に含まれているリース物件の取得(1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得
価額、減価償却累計額及び中間期末残高 価額、減価償却累計額及び中間期末残高価額、減価償却累計額及び中間期末残高価額、減価償却累計額及び中間期末残高価額、減価償却累計額及び中間期末残高 価額、減価償却累計額及び期末残高

　　  　  　貸 与 資 産 　　  　 　　  　 　　  　 　　  　 　　貸 与 資 産　　貸 与 資 産　　貸 与 資 産　　貸 与 資 産 　　  　 　　貸 与 資 産
取得価額 464,064 百万円 取得価額取得価額取得価額取得価額 1,612,9121,612,9121,612,9121,612,912 百万円百万円百万円百万円 取得価額 1,577,903 百万円
減価償却累計額 198,420 百万円 減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額減価償却累計額 755,482755,482755,482755,482 百万円百万円百万円百万円 減価償却累計額 747,614 百万円
中間期末残高 265,644 百万円 中間期末残高中間期末残高中間期末残高中間期末残高 857,429857,429857,429857,429 百万円百万円百万円百万円 期末残高 830,289 百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額(2)未経過リース料中間期末残高相当額(2)未経過リース料中間期末残高相当額(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 204,872 百万円 １年内１年内１年内１年内 411,698411,698411,698411,698 百万円百万円百万円百万円 １年内 404,805 百万円
１年超 391,168 百万円 １年超１年超１年超１年超 757,234757,234757,234757,234 百万円百万円百万円百万円 １年超 765,998 百万円
合  計 596,040 百万円 合  計合  計合  計合  計 1,168,9321,168,9321,168,9321,168,932 百万円百万円百万円百万円 合  計 1,170,803 百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当額に なお、未経過リース料中間期末残高相当額になお、未経過リース料中間期末残高相当額になお、未経過リース料中間期末残高相当額になお、未経過リース料中間期末残高相当額に なお、未経過リース料期末残高相当額には、
は、転貸リースに係る未経過リース料の中間 は、転貸リースに係る未経過リース料の中間は、転貸リースに係る未経過リース料の中間は、転貸リースに係る未経過リース料の中間は、転貸リースに係る未経過リース料の中間 転貸リースに係る未経過リース料の期末残
期末残高を含めております。 期末残高を含めております。期末残高を含めております。期末残高を含めております。期末残高を含めております。 高を含めております。

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 63,228 百万円 受取リース料受取リース料受取リース料受取リース料 186,559186,559186,559186,559 百万円百万円百万円百万円 受取リース料 238,968 百万円
減価償却費 51,962 百万円 減価償却費減価償却費減価償却費減価償却費 163,090163,090163,090163,090 百万円百万円百万円百万円 減価償却費 215,039 百万円
受取利息相当額 7,928 百万円 受取利息相当額受取利息相当額受取利息相当額受取利息相当額 14,96214,96214,96214,962 百万円百万円百万円百万円 受取利息相当額 22,786 百万円

(4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法(4)利息相当額の算定方法(4)利息相当額の算定方法(4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法
リース料総額と見積残存価額の合計額からリ
ース物件の購入価額を控除した額を利息相当 同左同左同左同左 同左
額とし、各期への配分方法については利息法
によっております。

前中間連結会計期間
自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日

当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成13年 4月 1日自 平成13年 4月 1日自 平成13年 4月 1日自 平成13年 4月 1日

至 平成13年 9月30日至 平成13年 9月30日至 平成13年 9月30日至 平成13年 9月30日

自 平成12年 4月 1日
至 平成13年 3月31日

( )( () )
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オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引

１．借  主  側 １．借  主  側１．借  主  側１．借  主  側１．借  主  側 １．借  主  側
　 　 未経過リース料 　 　 未経過リース料　 　 未経過リース料　 　 未経過リース料　 　 未経過リース料 　 　 未経過リース料

１年内 187 百万円 １年内１年内１年内１年内 147147147147 百万円百万円百万円百万円 １年内 168 百万円
１年超 164 百万円 １年超１年超１年超１年超 140140140140 百万円百万円百万円百万円 １年超 210 百万円
合  計 351 百万円 合  計合  計合  計合  計 287287287287 百万円百万円百万円百万円 合  計 378 百万円

２．貸  主  側 ２．貸  主  側２．貸  主  側２．貸  主  側２．貸  主  側 ２．貸  主  側
　　  未経過リース料 　　  未経過リース料　　  未経過リース料　　  未経過リース料　　  未経過リース料 　　  未経過リース料

１年内 26,988 百万円 １年内１年内１年内１年内 61,49461,49461,49461,494 百万円百万円百万円百万円 １年内 60,113 百万円
１年超 19,954 百万円 １年超１年超１年超１年超 120,589120,589120,589120,589 百万円百万円百万円百万円 １年超 113,621 百万円
合  計 46,943 百万円 合  計合  計合  計合  計 182,083182,083182,083182,083 百万円百万円百万円百万円 合  計 173,735 百万円

自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日

自 平成12年 4月 1日
至 平成13年 3月31日

当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間
自 平成13年 4月 1日自 平成13年 4月 1日自 平成13年 4月 1日自 平成13年 4月 1日

至 平成13年 9月30日至 平成13年 9月30日至 平成13年 9月30日至 平成13年 9月30日

前連結会計年度前中間連結会計期間

( )( () )
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
  (単位 百万円：未満切捨)

　（平成12年9月30日現在） （平成13年9月30日現在）（平成13年9月30日現在）（平成13年9月30日現在）（平成13年9月30日現在）  （平成13年3月31日現在）
中間連結
貸借対照表
計上額 時  価 差 額

中間連結中間連結中間連結中間連結
貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
計上額計上額計上額計上額 時  価時  価時  価時  価 差 額差 額差 額差 額

連結貸借対
照表計上額 時  価 差 額

国   債 23 26 2 38383838 38383838 0000 38 41 2
合　　　　計 23 26 2 38383838 38383838 0000 38 41 2

２．その他有価証券で時価のあるもの
  (単位 百万円：未満切捨)

　（平成12年9月30日現在） （平成13年9月30日現在）（平成13年9月30日現在）（平成13年9月30日現在）（平成13年9月30日現在）  （平成13年3月31日現在）

取得原価

中間連結
貸借対照表
計上額 差 額 取得原価取得原価取得原価取得原価

中間連結中間連結中間連結中間連結
貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表
計上額計上額計上額計上額 差 額差 額差 額差 額 取得原価

連結貸借対
照表計上額 差 額

(1)株  式 600 1,404 803 6,0416,0416,0416,041 6,7596,7596,7596,759 717717717717 758 1,506 747
(2)社  債 1,000 992 △ 7 1,0001,0001,0001,000 987987987987 △ 12△ 12△ 12△ 12 1,000 991 △ 8

合　　　　計 1,600 2,396 796 7,0417,0417,0417,041 7,7467,7467,7467,746 705705705705 1,758 2,497 738

（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

有     価      証     券有     価      証     券有     価      証     券有     価      証     券

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

(単位 百万円：未満切捨)

（平成12年9月30日現在） 　（平成13年9月30日現在）　（平成13年9月30日現在）　（平成13年9月30日現在）　（平成13年9月30日現在） （平成13年3月31日現在）

区  分        種             類
契　約
額　等 時  価

評  価
損  益

契　約契　約契　約契　約
額　等額　等額　等額　等 時  価時  価時  価時  価

評  価評  価評  価評  価
損  益損  益損  益損  益

契　約
額　等 時  価

評  価
損  益

市 以 金利

場 外 スワップ取引

取 の 　受取変動・支払固定 95,017 △ 1,876 △ 1,876 13,06013,06013,06013,060 △ 127△ 127△ 127△ 127 △ 127△ 127△ 127△ 127 20,689 △ 258 △ 258

引 取 　受取固定・支払変動 65,870 884 884 　　　-　　　-　　　-　　　- 　　　-　　　-　　　-　　　- 　　-　　-　　-　　- 3,000 100 100

引 　受取変動・支払変動 　　　- 　　　- 　　　- 500500500500 0000 0000 750 0 0

160,887 △ 991 △ 991 13,56013,56013,56013,560 △ 127△ 127△ 127△ 127 △ 127△ 127△ 127△ 127 24,439 △ 158 △ 158
（注）１．時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。
　　　２．ヘッジ会計を適用したものは、注記の対象から除いております。

合　　計

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末 前連結会計年度末
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セグメント情報セグメント情報セグメント情報セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（自 平成12年4月1日　至 平成12年9月30日）
　当社グループは、メーカー系クレジット会社として、商品および機械等の製造・販売・消費の各段
階における顧客の多様なニーズに対応した、各種のクレジットシステムを提供する等金融サービス事
業を営んでおります。
　この事業活動は、与信から回収に至る営業プロセスが共通しており、また、各種のクレジットシス
テムの経済的効果は同一であることから、単一の事業と判断しております。

当中間連結会計期間（自 平成13年4月1日　至 平成13年9月30日）
　　　　(単位 百万円:未満切捨)

リース リテール その他の 消去又は
 事　業  事　業  事　業  全　社 

 営業損益
　　営業収益
　 　(1)外部顧客に対する営業収益 25,882 36,304 2,143 64,330 1,028 65,358
 　　(2)セグメント間の内部営業収益 2 56 2,970 3,029 (3,029)  　　　－

　　　　計 25,885 36,360 5,114 67,360 (2,001) 65,358
　　営業費用 19,977 25,181 4,073 49,232 (609) 48,623
　　営業利益 5,907 11,179 1,040 18,127 (1,392) 16,735

（注） 1.外部顧客に対する営業収益のうち、消去又は全社の項目に記載した 1,028百万円は本社管理部門の金融収益等で
         あります。
       2.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 2,494百万円であり、その主なものは、
         本社管理部門に係る費用であります。

前連結会計年度（自 平成12年4月1日　至 平成13年3月31日）
　前連結会計年度まで当社グループは、メーカー系クレジット会社として、各種のクレジットシステ
ムを提供する金融サービス事業を営んでおり、この事業活動は、与信から回収に至る営業プロセスが
共通しており、また、各種のクレジットシステムの経済的効果は同一であることから単一の事業と判
断しておりました。当連結会計年度からは、平成12年10月１日の日立リース株式会社との合併を機に、
戦略的観点から業績管理体制の再編成を行い、主に大企業、官公庁向けの「リース事業」、一般消費
者および中堅・中小企業向けの「リテール事業」、更に新しい金融サービス事業である「カード事業」
「証券化事業」および「代行サービス事業」の５つの事業に区分し、事業の種類別セグメント情報を
開示する事といたしました。なお、カード事業、証券化事業および代行サービス事業の３事業は、未
だ全体に占める割合が僅少であるため「その他の事業」として一括して表示しております。

　　　　(単位 百万円:未満切捨)

リース リテール その他の 消去又は
 事　業  事　業  事　業  全　社 

 営業損益
　　営業収益
　 　(1)外部顧客に対する営業収益 33,006 71,052 3,525 107,583 2,210 109,794
 　　(2)セグメント間の内部営業収益 72 756 5,822 6,651 (6,651) 　　　－

　　　　計 33,078 71,808 9,347 114,234 (4,440) 109,794
　　営業費用 27,148 50,136 7,162 84,447 (1,487) 82,959
　　営業利益 5,930 21,672 2,184 29,787 (2,952) 26,834

（注） 1.外部顧客に対する営業収益のうち、消去又は全社の項目に記載した 2,210百万円は本社管理部門の金融収益等で
         あります。
       2.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は 4,890百万円であり、その主なものは、
         本社管理部門に係る費用であります。

    計     連 結 

    計     連 結 
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（２）所在地別セグメント情報

前中間連結会計期間（自 平成12年4月1日　至 平成12年9月30日） 　　　　(単位 百万円:未満切捨)

その他の 消去又は
地　域  全　社 

 営業損益
　　営業収益
　 　(1)外部顧客に対する営業収益 35,216 9,934 888 46,039 －  46,039
 　　(2)セグメント間の内部営業収益 －  －  －  －  －  －  

　　　　計 35,216 9,934 888 46,039 －  46,039
　　営業費用 24,773 8,730 740 34,244 －  34,244
　　営業利益 10,442 1,204 147 11,794 －  11,794

当中間連結会計期間（自 平成13年4月1日　至 平成13年9月30日） 　　　　(単位 百万円:未満切捨)

その他の 消去又は
地　域  全　社 

 営業損益
　　営業収益
　　　(1)外部顧客に対する営業収益 52,092 11,363 1,903 65,358 －  65,358
　　　(2)セグメント間の内部営業収益 －  －  －  －  －  －  

　　　　計 52,092 11,363 1,903 65,358 －  65,358
　　営業費用 36,573 10,367 1,682 48,623 －  48,623
　　営業利益 15,518 996 221 16,735 －  16,735

前連結会計年度（自 平成12年4月1日　至 平成13年3月31日） 　　　　(単位 百万円:未満切捨)

その他の 消去又は
地　域  全　社 

 営業損益
　　営業収益
　 　(1)外部顧客に対する営業収益 85,593 21,479 2,721 109,794 －  109,794
 　　(2)セグメント間の内部営業収益 －  －  －  －  －  －  

　　　　計 85,593 21,479 2,721 109,794 －  109,794
　　営業費用 61,985 18,642 2,331 82,959 －  82,959
　　営業利益 23,607 2,836 389 26,834 －  26,834

(注）１．国又は地域の区分は、経済活動の類似性によっております。 
  　 ２．各区分に属する主な国又は地域
      （１）欧      米  ：英国、米国等
    　（２）その他の地域：シンガポール等

（３）海外売上高（営業収益)

 海外売上高（営業収益）および連結売上高（営業収益）に占める海外売上高（営業収益）の割合は次のとおりであります。

(注）１．国又は地域の区分は、経済活動の類似性によっております。 
  　 ２．各区分に属する主な国又は地域
      （１）欧      米  ：英国、米国等
    　（２）その他の地域：シンガポール等

日　本 欧　米     計     連 結 

日　本 欧　米     計     連 結 

日　本 欧　米     計     連 結 

前中間連結会計期間（自 平成12年４月１日  至 平成12年９月30日）  （単位 百万円：未満切捨）

欧       米 その他の地域   計
Ⅰ 海 外 営 業 収 益 9,934 888 10,822
Ⅱ 連 結 営 業 収 益 46,039
Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合 21.6 % 1.9 % 23.5 %

当中間連結会計期間（自 平成13年４月１日  至 平成13年９月30日）  当中間連結会計期間（自 平成13年４月１日  至 平成13年９月30日）  当中間連結会計期間（自 平成13年４月１日  至 平成13年９月30日）  当中間連結会計期間（自 平成13年４月１日  至 平成13年９月30日）  （単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）

欧       米欧       米欧       米欧       米 その他の地域その他の地域その他の地域その他の地域   計  計  計  計
Ⅰ 海 外 営 業 収 益Ⅰ 海 外 営 業 収 益Ⅰ 海 外 営 業 収 益Ⅰ 海 外 営 業 収 益 11,36311,36311,36311,363 1,9031,9031,9031,903 13,26613,26613,26613,266
Ⅱ 連 結 営 業 収 益Ⅱ 連 結 営 業 収 益Ⅱ 連 結 営 業 収 益Ⅱ 連 結 営 業 収 益 65,35865,35865,35865,358
Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合 17.417.417.417.4 %%%% 2.92.92.92.9 %%%% 20.320.320.320.3 %%%%

前連結会計年度（自 平成12年４月１日  至 平成13年３月31日）  （単位 百万円：未満切捨）

欧       米 その他の地域   計
Ⅰ 海 外 営 業 収 益 21,479 2,721 24,200
Ⅱ 連 結 営 業 収 益 109,794
Ⅲ 連結営業収益に占める海外営業収益の割合 19.5 % 2.5 % 22.0 %
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平成１４年３月期 個別中間財務諸表の概要     平成１３年１０月２６日 
 
上 場 会 社 名        日立キャピタル株式会社                   上場取引所 東京証券取引所 
コ ー ド 番 号         ８５８６                 本社所在都道府県 東京都 
問 合 せ 先        責任者役職名  社長室法務グループ部長 
        氏    名   富安 至           ＴＥＬ (０３)３５０３－２１１８ 
決算取締役会開催日   平成１３年１０月２６日                    中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日   平成１３年１２月 ４日 
当社は、平成 12 年 10 月１日に日立リース株式会社と合併しております。従いまして、平成 12 年 9 月中間期は旧日立クレジ
ットの業績、平成 13 年 3 月期は同上半期業績と日立キャピタル下半期業績の合算となっております。 
 
１． 13 年９月中間期の業績(平成１３年 ４月 １日～平成１３年 ９月３０日) 
(1) 経営成績                               （金額は単位未満切捨） 
 営業収益 営業利益 
 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円   ％ 
    49,780    45.5 
    34,206    5.9 

百万円   ％ 
    14,871    48.6 
    10,006    10.4 

13 年３月期     82,802     23,250 

 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円   ％ 
     8,485    47.2 
     5,764    14.9 

円  銭 
63  23 
48  22 

13 年３月期     13,209 104  57 
 (注)①取扱高   13 年９月中間期 751,471 百万円  12 年９月中間期 720,993 百万円  13 年３月期 1,575,019 百万円 
    ②期中平均株式数  13 年９月中間期 134,191,626 株 12 年９月中間期 119,537,951 株 13 年３月期 126,307,029 株 
     ③会計処理の方法の変更  無 
     ④営業収益、営業利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

(注)13年９月中間期配当金の内訳 
 

 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

円  銭 
     16 00 
     15 00 

円  銭 
――――― 
――――― 

記念配当   0 円 00 銭 
特別配当   0 円 00 銭 

13 年３月期 ―――――       33 00  
 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円 
1,846,234 
791,506 

百万円 
214,863 
174,213 

％ 
11.6 
22.0 

円   銭 
1,601   16 
1,442   09 

13 年３月期 1,702,484 208,944 12.3 1,557   05 
 (注)期末発行済株式数  13 年９月中間期 134,191,626 株 12 年９月中間期 120,805,386 株 13 年３月期 134,191,626 株 
 
２． 14 年３月期の業績予想(平成１３年 ４月 １日～平成１４年 ３月３１日) 

１株当たり年間配当金    営業収益 営業利益 当期純利益 
期 末  

通 期 
百万円 

97,600 
百万円 

28,400 
百万円 

12,600 
円  銭 

   18  00 
円  銭 

  34  00 
       

(注)①取扱高 1,572,400 百万円 
②当期純利益には子会社の整理統合に伴う損失を特別損失として織り込んでおります。 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  93 円 89 銭 



比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表

 (単位  百万円：未満切捨)

          期   別 前中間会計期間末

科   目 (平成１２年９月３０日現在) (平成１３年３月３１日現在)
％ ％ ％ ％ ％ ％ 

(　資　産　の　部　)

 流  動  資  産 391,843 49.5 685,278685,278685,278685,278 37.137.137.137.1 583,237 34.3

現 金 及 び 預 金 182,018 23.0 350,561350,561350,561350,561 19.019.019.019.0 264,726 15.6

受 取 手 形 4,035 0.5 1,4171,4171,4171,417 0.10.10.10.1 4,425 0.3

売 掛 金 179,442 22.7 289,515289,515289,515289,515 15.715.715.715.7 274,214 16.1

有 価 証 券 2,412 0.3 4,2144,2144,2144,214 0.20.20.20.2 4,542 0.3

繰 延 税 金 資 産 3,910 0.5 5,7445,7445,7445,744 0.30.30.30.3 4,839 0.3

そ の 他 23,023 2.9 38,32438,32438,32438,324 2.02.02.02.0 34,989 2.0

貸 倒 引 当 金 △     3,000 △ 0.4 △     4,500△     4,500△     4,500△     4,500 △ 0.2△ 0.2△ 0.2△ 0.2 △     4,500 △ 0.3

 固  定  資  産 399,663 50.5 1,160,9561,160,9561,160,9561,160,956 62.962.962.962.9 1,119,246 65.7

有 形 固 定 資 産 377,528 47.7 1,108,2531,108,2531,108,2531,108,253 60.160.160.160.1 1,072,079 62.9

貸 与 資 産 374,835 47.4 1,104,9751,104,9751,104,9751,104,975 59.959.959.959.9 1,068,728 62.7

そ の 他 2,693 0.3 3,2783,2783,2783,278 0.20.20.20.2 3,351 0.2

無 形 固 定 資 産 1,587 0.2 3,5003,5003,5003,500 0.20.20.20.2 3,136 0.2

投資その他の資産 20,546 2.6 49,20249,20249,20249,202 2.62.62.62.6 44,030 2.6

投 資 有 価 証 券 2,803 0.4 8,2648,2648,2648,264 0.40.40.40.4 2,976 0.2

関 係 会 社 株 式 4,723 0.6 6,4786,4786,4786,478 0.40.40.40.4 6,093 0.4

繰 延 税 金 資 産 6,501 0.8 7,9147,9147,9147,914 0.40.40.40.4 7,803 0.5

そ の 他 6,518 0.8 26,54426,54426,54426,544 1.41.41.41.4 27,156 1.5

791,506 100.0 1,846,2341,846,2341,846,2341,846,234 100.0100.0100.0100.0 1,702,484 100.0

当中間会計期間末当中間会計期間末当中間会計期間末当中間会計期間末

資　　産　　合　　計

前 事 業 年 度 の

(平成１３年９月３０日現在)(平成１３年９月３０日現在)(平成１３年９月３０日現在)(平成１３年９月３０日現在)
要約貸借対照表
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 (単位  百万円：未満切捨)

          期   別 前中間会計期間末

科   目 (平成１２年９月３０日現在) (平成１３年３月３１日現在)
％ ％ ％ ％ ％ ％

(　負　債　の　部　)

 流　動　負　債 300,611 38.0 643,428643,428643,428643,428 34.934.934.934.9 597,323 35.1

支 払 手 形 75 0.0 21,35921,35921,35921,359 1.21.21.21.2 22,837 1.3
買 掛 金 130,888 16.5 181,041181,041181,041181,041 9.89.89.89.8 218,869 12.9
短 期 借 入 金 62,600 7.9 63,06763,06763,06763,067 3.43.43.43.4 63,469 3.7
１年以内返 済予 定の
長 期 借 入 金 2,800 0.4 122,592122,592122,592122,592 6.66.66.66.6 121,113 7.1

コマーシャル・ペーパー 30,000 3.8 20,00020,00020,00020,000 1.11.11.11.1 20,000 1.2
１年以内償還予定の社債 35,270 4.5 45,60045,60045,60045,600 2.52.52.52.5 22,780 1.3
短期債権譲渡債務          　－ 　　 － 139,819139,819139,819139,819 7.67.67.67.6 72,737 4.3
未 払 法 人 税 等 4,956 0.6 7,4667,4667,4667,466 0.40.40.40.4 6,083 0.4
前 受 金 12,083 1.5 14,03914,03914,03914,039 0.80.80.80.8 18,551 1.1
ローン保証引当金 5,000 0.6 6,0006,0006,0006,000 0.30.30.30.3 6,000 0.4
そ の 他 16,936 2.2 22,44322,44322,44322,443 1.21.21.21.2 24,880 1.4

 固　定　負　債 316,682 40.0 987,942987,942987,942987,942 53.553.553.553.5 896,217 52.6
社 債 285,600 36.1 335,500335,500335,500335,500 18.218.218.218.2 338,320 19.9
転 換 社 債 9,148 1.2 9,1489,1489,1489,148 0.50.50.50.5 9,148 0.5
長 期 借 入 金 10,000 1.3 351,972351,972351,972351,972 19.119.119.119.1 416,807 24.5
長期債権譲渡債務          　－ 　　 － 276,775276,775276,775276,775 15.015.015.015.0 116,915 6.9
退 職 給 付 引 当 金 5,868 0.7 5,5185,5185,5185,518 0.30.30.30.3 5,502 0.3
役員退職慰労引当金 607 0.1 616616616616 0.00.00.00.0 861 0.1
長 期 前 受 金 4,222 0.5 5,7225,7225,7225,722 0.30.30.30.3 5,716 0.3
そ の 他 1,236 0.1 2,6892,6892,6892,689 0.10.10.10.1 2,945 0.1

負 債 合 計 617,293 78.0 1,631,3711,631,3711,631,3711,631,371 88.488.488.488.4 1,493,540 87.7

(　資　本　の　部　)

資　　本　　金 8,790 1.1 9,4599,4599,4599,459 0.50.50.50.5 9,459 0.6

資 本 準 備 金 42,581 5.4 44,01244,01244,01244,012 2.42.42.42.4 44,012 2.6

利 益 準 備 金 1,912 0.2 2,3642,3642,3642,364 0.10.10.10.1 2,364 0.1
その他の剰余金 120,465 15.2 158,597158,597158,597158,597 8.68.68.68.6 152,676 9.0
任 意 積 立 金 110,150 13.9 144,865144,865144,865144,865 7.97.97.97.9 134,907 7.9

特別償却準備金          　－ 　　 －          　－ 　　 － 42 0.0

別 途 積 立 金 110,150 13.9 144,865144,865144,865144,865 7.97.97.97.9 134,865 7.9
中間(当期)未処分利益 10,315 1.3 13,73213,73213,73213,732 0.70.70.70.7 17,769 1.1

その他有価証券評価差額金 463 0.1 429429429429 0.00.00.00.0 430 0.0

資 本 合 計 174,213 22.0 214,863214,863214,863214,863 11.611.611.611.6 208,944 12.3

791,506 100.0 1,846,2341,846,2341,846,2341,846,234 100.0100.0100.0100.0 1,702,484 100.0

当中間会計期間末当中間会計期間末当中間会計期間末当中間会計期間末

負 債 及 び 資 本 合 計

前 事 業 年 度 の

(平成１３年９月３０日現在)(平成１３年９月３０日現在)(平成１３年９月３０日現在)(平成１３年９月３０日現在)
要約貸借対照表
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 (単位  百万円：未満切捨)

                期　 別

   科   目 自 平成12年 4月 1日 自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日 至 平成13年 3月31日

　％ ％％％％ 　％

営 　　業　　 収　 　益営 　　業　　 収　 　益営 　　業　　 収　 　益営 　　業　　 収　 　益 34,206 100.0 49,78049,78049,78049,780 100.0100.0100.0100.0 82,802 100.0

事事事事 業業業業 収収収収 益益益益 32,074 48,16148,16148,16148,161 79,803

金金金金 融融融融 収収収収 益益益益 555 683683683683 1,345

そそそそ のののの 他他他他 のののの 営営営営 業業業業 収収収収 益益益益 1,576 936936936936 1,653

営　 　業　 　費　 　用営　 　業　 　費　 　用営　 　業　 　費　 　用営　 　業　 　費　 　用 24,199 70.7 34,90934,90934,90934,909 70.170.170.170.1 59,552 71.9

販販販販 売売売売 費費費費 及及及及 びびびび 一一一一 般般般般 管管管管 理理理理 費費費費 17,986 22,34222,34222,34222,342 38,838

金金金金 融融融融 費費費費 用用用用 4,320 10,62510,62510,62510,625 15,714

そそそそ のののの 他他他他 のののの 営営営営 業業業業 費費費費 用用用用 1,892 1,9421,9421,9421,942 4,999

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益 10,006 29.3 14,87114,87114,87114,871 29.929.929.929.9 23,250 28.1

特     別     利     益特     別     利     益特     別     利     益特     別     利     益  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 

特     別     損     失特     別     損     失特     別     損     失特     別     損     失  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 

税税税税引引引引前前前前中中中中間間間間((((当当当当期期期期))))純純純純利利利利益益益益 10,006 29.3 14,87114,87114,87114,871 29.929.929.929.9 23,250 28.1

法法法法人人人人税税税税、、、、住住住住民民民民税税税税及及及及びびびび事事事事業業業業税税税税 5,000 14.6 7,4007,4007,4007,400 14.914.914.914.9 10,050 12.1

法法法法 人人人人 税税税税 等等等等 調調調調 整整整整 額額額額 △     757 △2.2 △     1,014△     1,014△     1,014△     1,014 △2.0△2.0△2.0△2.0 △     9 △0.0

中中中中 間間間間 (((( 当当当当 期期期期 )))) 純純純純 利利利利 益益益益 5,764 16.9 8,4858,4858,4858,485 17.017.017.017.0 13,209 16.0

前前前前 期期期期 繰繰繰繰 越越越越 利利利利 益益益益 4,551  － 5,2465,2465,2465,246  －  －  －  － 4,551  － 

合合合合 併併併併 受受受受 入入入入 未未未未 処処処処 分分分分 利利利利 益益益益  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 1,974  － 

中中中中 間間間間 配配配配 当当当当 額額額額  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 1,812  － 
中中中中 間間間間 配配配配 当当当当 にににに 伴伴伴伴 うううう 利利利利 益益益益
準準準準 備備備備 金金金金 積積積積 立立立立 額額額額  －  －  －  －  －  －  －  －  －  － 153  － 

中中中中間間間間 (((( 当当当当期期期期 )))) 未未未未処処処処分分分分利利利利益益益益 10,315  － 13,73213,73213,73213,732  －  －  －  － 17,769  － 

比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書

前中間会計期間 前 事 業 年 度

至 平成13年 9月30日
自 平成13年 4月 1日

　　当中間会計期間

( () )( )
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１.資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券
売買目的有価証券………時価法(売却原価は移動平均法により算定)
満期保有目的の債券……償却原価法
子会社株式
及び関連会社株式 …移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの ……中間期末日の市場価格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)
時価のないもの ……移動平均法による原価法

(2) デリバティブ ……………時価法

２.固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産の減価償却の方法
　貸与資産については、リース期間を耐用年数とする定額法、その他の有形固定資産
は、定率法によっております。
　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については定額法
によっております。
  なお、貸与資産の処分損失に備えるため、減価償却費を追加計上しております。
当中間会計期間末における追加計上の減価償却累計額は5,820百万円であります。

　　(2) 無形固定資産の減価償却の方法
　定額法によっております。なお、ソフトウェアについては社内における利用可能期
間(５年)に基づく定額法によっております。

３.引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金
　営業債権を個々の回収実績に応じて、正常先債権、要注意先債権、破綻懸念先債権、
実質破綻先債権、破綻先債権の５区分に分類し、それぞれ次のとおり回収不能見込額
を計上しております。
① 正常先債権は、過去の貸倒実績率を適用して算出した回収不能見込額に、回収期
間等の事業特性を考慮した額を計上しております。

② 要注意先債権は、各債権の状況に応じてその10％～50％を計上しております。
③ 破綻懸念先債権は、その全額を計上しております。
④ 実質破綻先債権および破綻先債権については、その全額を貸倒損失として費用処
理しておりますので、貸倒引当金としての計上額はありません。

(2) ローン保証引当金
　ローン保証債務に対して、貸倒引当金と同等の基準で回収不能見込額を計上してお
ります。

(3) 退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資
産の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上
しております。
　なお、会計基準変更時差異 △6,852百万円については５年による按分額を費用処理
しております。
  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額
法によっており、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による定額法により費用処
理しております。

(4) 役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき、その全額を計上しております。
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４.リース取引の処理方法
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５.ヘッジ会計の方法
(1) ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。ただし、通貨スワップの付されている外貨建負
債については振当処理、また、ヘッジ会計の要件を満たす金利スワップについては特
例処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段………金利スワップおよび通貨スワップ
ヘッジ対象………債務および予定取引

(3) ヘッジ方針
　財務活動に係る金利リスクおよび為替リスクをヘッジする目的でデリバティブ取引
を行っております。
　なお、デリバティブ取引の相手先は、格付けの高い金融機関に限定しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変
動の累計とを比較し、両者の変動額の比率分析で判定しております。

６.消費税等の会計処理
  税抜方式によっております。

（注記事項）（注記事項）（注記事項）（注記事項）

 　(貸借対照表関係)
前中間会計期間末  当中間会計期間末     前事業年度末     

１.有形固定資産
の減価償却累計額 303,900 百万円 1,498,945 百万円 1,455,345 百万円

２.保証債務残高 796,917 百万円 880,194 百万円 864,286 百万円
   うちローン保証債務残高 665,966 百万円 676,355 百万円 668,617 百万円

３.自己株式 0 百万円 0 百万円 0 百万円
       (0千株)         (0千株)         (0千株)

４．期末日満期手形の会計処理
　中間期末日(期末日)満期手形の会計処理については、前中間会計期間、当中間会計期間お
よび前事業年度の末日が金融機関の休日であったため、満期日に決済が行われたものとして
処理しております。なお、中間期末日(期末日)満期手形はそれぞれ次のとおりであります。

前中間会計期間末  当中間会計期間末     前事業年度末     

受取手形 1,839 百万円 1,008 百万円 2,593 百万円
支払手形       - 百万円 5,103 百万円 6,486 百万円
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引 れるもの以外のファイナンス・リース取引

１．借  主  側 １．借  主  側 １．借  主  側
　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却 　(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却
  　 累計額相当額及び中間期末残高相当額   　 累計額相当額及び中間期末残高相当額   　 累計額相当額及び期末残高相当額

その他の有形
固 定 資 産

その他の有形
固 定 資 産

その他の有形
固 定 資 産

取得価額相当額 1,941 百万円 取得価額相当額 1,810 百万円 取得価額相当額 1,878 百万円
減価償却累計額相当額 975 百万円 減価償却累計額相当額 1,005 百万円 減価償却累計額相当額 931 百万円
中間期末残高相当額 966 百万円 中間期末残高相当額 804 百万円 期末残高相当額 946 百万円

なお、上記金額のうち、主なものは「器具備品」であります。 なお、上記金額のうち、主なものは「器具備品」であります。 なお、上記金額のうち、主なものは「器具備品」であります。

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 104,475 百万円 １年内 96,377 百万円 １年内 101,848 百万円
１年超 189,531 百万円 １年超 162,266 百万円 １年超 182,933 百万円
合  計 294,006 百万円 合  計 258,643 百万円 合  計 284,781 百万円

なお、未経過リース料中間期末残高相当額 なお、未経過リース料中間期末残高相当額 なお、未経過リース料期末残高相当額には、
には、転貸リースに係る未経過リース料の には、転貸リースに係る未経過リース料の 転貸リースに係る未経過リース料の期末残高
中間期末残高を含めております。 中間期末残高を含めております。 を含めております。

(3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額 (3)支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 及び支払利息相当額 及び支払利息相当額

支払リース料 287 百万円 支払リース料 242 百万円 支払リース料 548 百万円
減価償却費相当額 269 百万円 減価償却費相当額 231 百万円 減価償却費相当額 506 百万円
支払利息相当額 16 百万円 支払利息相当額 14 百万円 支払利息相当額 32 百万円

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の (4)減価償却費相当額及び利息相当額の
算定方法 算定方法 算定方法
減価償却費相当額の算定方法は、リース期
間を耐用年数とし残存価額を零とする定額 同左 同左
法によっており、また、利息相当額はリー
ス料総額とリース物件の取得価額相当額と
の差額とし、各期への配分方法については
利息法によっております。

２．貸  主  側 ２．貸  主  側 ２．貸  主  側
(1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得 (1)固定資産に含まれているリース物件の取得
価額、減価償却累計額及び中間期末残高 価額、減価償却累計額及び中間期末残高 価額、減価償却累計額及び期末残高

　　  　 　　貸 与 資 産 　　  　 　　貸 与 資 産 　　  　 　　貸 与 資 産
取得価額 438,664 百万円 取得価額 1,587,059 百万円 取得価額 1,553,699 百万円
減価償却累計額 187,176 百万円 減価償却累計額 744,570 百万円 減価償却累計額 737,023 百万円
中間期末残高 251,488 百万円 中間期末残高 842,488 百万円 期末残高 816,675 百万円

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料期末残高相当額

１年内 196,376 百万円 １年内 403,244 百万円 １年内 396,685 百万円
１年超 377,278 百万円 １年超 742,549 百万円 １年超 752,501 百万円
合  計 573,654 百万円 合  計 1,145,794 百万円 合  計 1,149,187 百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額には、 なお、未経過リース料期末残高相当額には、 なお、未経過リース料期末残高相当額には、
転貸リースに係る未経過リース料の中間期 転貸リースに係る未経過リース料の中間期 転貸リースに係る未経過リース料の期末残
末残高を含めております。 末残高を含めております。 高を含めております。

(3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額 (3)受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 56,930 百万円 受取リース料 182,184 百万円 受取リース料 230,595 百万円
減価償却費 49,108 百万円 減価償却費 160,292 百万円 減価償却費 209,515 百万円
受取利息相当額 7,287 百万円 受取利息相当額 14,581 百万円 受取利息相当額 21,713 百万円

(4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法 (4)利息相当額の算定方法
リース料総額と見積残存価額の合計額から
リース物件の購入価額を控除した額を利息 同左 同左
相当額とし、各期への配分方法については
利息法によっております。

至 平成12年 9月30日 至 平成13年 9月30日

自 平成12年 4月 1日
至 平成13年 3月31日

前中間会計期間
自 平成12年 4月 1日

当中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成13年 4月 1日

( ) ( )( )
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オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引 オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引オペレーティング・リース取引

１．借  主  側 １．借  主  側 １．借  主  側
　 　 未経過リース料 　 　 未経過リース料 　 　 未経過リース料

１年内 187 百万円 １年内 147 百万円 １年内 168 百万円
１年超 164 百万円 １年超 140 百万円 １年超 210 百万円
合  計 351 百万円 合  計 287 百万円 合  計 378 百万円

２．貸  主  側 ２．貸  主  側 ２．貸  主  側
　　  未経過リース料 　　  未経過リース料 　　  未経過リース料

１年内 11,162 百万円 １年内 42,034 百万円 １年内 41,672 百万円
１年超 － 百万円 １年超 95,342 百万円 １年超 90,112 百万円
合  計 11,162 百万円 合  計 137,377 百万円 合  計 131,784 百万円

前中間会計期間
自 平成12年 4月 1日
至 平成12年 9月30日 至 平成13年 3月31日

当中間会計期間
自 平成13年 4月 1日

至 平成13年 9月30日

前 事 業 年 度
自 平成12年 4月 1日( ) ( )( )
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（有価証券関係）
　　　　　有　価　証　券

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（前中間会計期間末）
　　  (平成12年９月30日現在)

  　　　   　(単位 百万円：未満切捨)
中間貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

子会社株式 1,610 　　　14,946  13,335

（当中間会計期間末）
  (平成13年９月30日現在)

  　　　   　(単位 百万円：未満切捨)
中間貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

子会社株式 1,610 　　   8,945        7,334

（前事業年度末）
  (平成13年３月31日現在)

  　　　   　(単位 百万円：未満切捨)
貸借対照表計上額 時　　　価 差　　　額

子会社株式 1,610       11,330        9,720
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－1－                      参考 

    《参《参《参《参    考考考考    資資資資    料》料》料》料》                        
                                                                                        

当資料は、合併による状況をご説明するために、１２年度期初より合併したものとして数値を遡及し修正
して作成したもので、監査法人による監査は受けておりません。 
 
【連結】 
 
１． １３年９月中間期の連結業績（平成１３年 ４月 １日～平成１３年 ９月３０日） 
(1) 連結経営成績              （金額は単位未満切捨） 
 営業収益 営業利益 
 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円   ％ 
    65,358    5.7 
    61,840    ― 

百万円   ％ 
    16,735    11.0 
    15,079    ― 

13 年３月期    125,570     30,149 
 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円   ％ 
9,300     8.9 
8,538     ― 

円  銭 
69  30 
65  87 

13 年３月期 16,614 126  09 
(注)①取扱高  13 年９月中間期 884,552 百万円  12 年９月中間期 1,059,967 百万円  13 年３月期 2,052,480 百万円 
    ②持分法投資損益   13 年９月中間期  31 百万円  12 年９月中間期  22 百万円  13 年３月期  42 百万円 
    ③期中平均株式数(連結) 13 年９月中間期 134,191,410 株 12 年９月中間期 129,617,671 株 13 年３月期 131,766,709 株 
    ④会計処理の方法の変更   無 
    ⑤営業収益、営業利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円 
2,188,605 
1,997,749 

百万円 
229,428 
215,536 

％ 
       10.5 
       10.8 

円   銭 
1,709     71 
1,646      75 

13 年３月期 2,051,438 223,139        10.9 1,662   84 
(注) 期末発行済株式数(連結) 13 年９月中間期 134,191,402 株 12 年９月中間期 130,885,079 株 13 年３月期 134,191,308 株 
 

(3)連結キャッシュ･フローの状況 
 営業活動による         

キャッシュ･フロー 
投資活動による         
キャッシュ･フロー 

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円 
166,752 
△23,981 

百万円 
△5,323 
37,954 

百万円 
   △75,105 

 3,883       

百万円 
   359,633 

243,018       
13 年３月期 163,868 47,915   △164,163    273,366 
(注)貸与資産の取得は、営業活動によるキャッシュ･フローに含めております。 
 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数   １９社  持分法適用非連結子会社数    ２社  持分法適用関連会社数   ２社 
 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
      連結  (新規)１社  （除外）１社    持分法  (新規) ２社 
 

２． 14 年３月期の連結業績予想（平成１３年 ４月 １日～平成１４年 ３月３１日） 
 営業収益 営業利益 当期純利益 

 
通  期 

百万円 
129,000 

百万円 
32,500 

百万円 
             14,000 

(注)①取扱高 1,852,000 百万円 
②当期純利益には子会社の整理統合に伴う損失を特別損失として織り込んでおります。 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） 104 円 32 銭 



－２－                    参考 

 
【個別】 
 
１． 13 年９月中間期の業績(平成１３年 ４月 １日～平成１３年 ９月３０日) 
(1) 経営成績                               （金額は単位未満切捨） 
 営業収益 営業利益 
 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円   ％ 
    49,780    4.5 
    47,617    ― 

百万円   ％ 
    14,871    13.9 
    13,055     ― 

13 年３月期     96,481     26,298 

 
 

中間(当期)純利益 １株当たり中間 
(当期)純利益 

 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円   ％ 
     8,485    12.8 
     7,522     ― 

円  銭 
63  23 
58  03 

13 年３月期     14,967 113  58 
 (注)①取扱高   13 年９月中間期 751,471 百万円  12 年９月中間期 933,949 百万円  13 年３月期 1,790,093 百万円 
    ②期中平均株式数  13 年９月中間期 134,191,626 株 12 年９月中間期 129,617,951 株 13 年３月期 131,767,029 株 
     ③会計処理の方法の変更  無 
     ④営業収益、営業利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
 (2)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 
13 年９月中間期 
12 年９月中間期 

百万円 
1,846,234 
1,696,413 

百万円 
214,863 
203,506 

％ 
11.6 
12.0 

円   銭 
1,601   16 
1,554   84 

13 年３月期 1,702,484 208,944 12.3 1,557   05 
 (注)期末発行済株式数  13 年９月中間期 134,191,626 株 12 年９月中間期 130,885,386 株 13 年３月期 134,191,626 株 
 
２． 14 年３月期の業績予想(平成１３年 ４月 １日～平成１４年 ３月３１日) 

１株当たり年間配当金    営業収益 営業利益 当期純利益 
期 末  

通 期 
百万円 

97,600 
百万円 

28,400 
百万円 

12,600 
円  銭 

 18   00 
円  銭 

 34   00 
       

(注)①取扱高 1,572,400 百万円 
②当期純利益には子会社の整理統合に伴う損失を特別損失として織り込んでおります。 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  93 円 89 銭 



（要約連結損益計算書）（要約連結損益計算書）（要約連結損益計算書）（要約連結損益計算書）

（単位 百万円：未満切捨）

前中間期 当中間期 比較増減率 前会計年度

営  業  収  益営  業  収  益営  業  収  益営  業  収  益 61,840 65,358 106% 125,570

　事 業 収 益 58,821 63,930 109% 121,133

　金 融 収 益 1,121 275 25% 2,365

　その他の営業収益 1,896 1,152 61% 2,072

営  業  費  用営  業  費  用営  業  費  用営  業  費  用 46,760 48,623 104% 95,421

　販売費及び一般管理費 25,394 28,103 111% 51,393

　金 融 費 用 19,347 18,360 95% 38,825

　その他の営業費用 2,018 2,158 107% 5,201

営  業  利  益   営  業  利  益   営  業  利  益   営  業  利  益   15,079 16,735 111% 30,149

特  別  損  益特  別  損  益特  別  損  益特  別  損  益 － － － △ 818 

税引前中間（当期）純利益税引前中間（当期）純利益税引前中間（当期）純利益税引前中間（当期）純利益 15,079 16,735 111% 29,331

　法人税等 6,260 7,201 115% 12,179

　少数株主利益 280 233 83% 537

中間（当期）純利益中間（当期）純利益中間（当期）純利益中間（当期）純利益 8,538 9,300 109% 16,614

取　扱　高取　扱　高取　扱　高取　扱　高 1,059,967 884,552 83% 2,052,480

取　扱　高　（注）取　扱　高　（注）取　扱　高　（注）取　扱　高　（注） 884,034 884,552 100% 1,821,281

（注）証券化スキームの変更を考慮した実質的な取扱高

（要約個別損益計算書）（要約個別損益計算書）（要約個別損益計算書）（要約個別損益計算書）

（単位 百万円：未満切捨）

前中間期 当中間期 比較増減率 前会計年度

営  業  収  益営  業  収  益営  業  収  益営  業  収  益 47,617 49,780 105% 96,481

　事 業 収 益 45,140 48,161 107% 93,136

　金 融 収 益 857 683 80% 1,647

　その他の営業収益 1,619 936 58% 1,696

営  業  費  用営  業  費  用営  業  費  用営  業  費  用 34,562 34,909 101% 70,182

　販売費及び一般管理費 20,898 22,342 107% 42,018

　金 融 費 用 11,606 10,625 92% 22,968

　その他の営業費用 2,057 1,942 94% 5,196

営  業  利  益   営  業  利  益   営  業  利  益   営  業  利  益   13,055 14,871 114% 26,298

特  別  損  益特  別  損  益特  別  損  益特  別  損  益 － － － －

税引前中間（当期）純利益税引前中間（当期）純利益税引前中間（当期）純利益税引前中間（当期）純利益 13,055 14,871 114% 26,298

　法人税等 5,532 6,385 115% 11,331

中間（当期）純利益中間（当期）純利益中間（当期）純利益中間（当期）純利益 7,522 8,485 113% 14,967

取　扱　高取　扱　高取　扱　高取　扱　高 936,068 751,471 80% 1,790,093

取　扱　高　（注）取　扱　高　（注）取　扱　高　（注）取　扱　高　（注） 760,135 751,471 99% 1,558,894

（注）証券化スキームの変更を考慮した実質的な取扱高

－ ３ － 参考



（要約連結貸借対照表）（要約連結貸借対照表）（要約連結貸借対照表）（要約連結貸借対照表） （要約個別貸借対照表）（要約個別貸借対照表）（要約個別貸借対照表）（要約個別貸借対照表）

（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨） （単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）

前中間末前中間末前中間末前中間末 当中間末当中間末当中間末当中間末 前会計年度末前会計年度末前会計年度末前会計年度末 前中間末前中間末前中間末前中間末 当中間末当中間末当中間末当中間末 前会計年度末前会計年度末前会計年度末前会計年度末

現金及び預金
210,994 358,145 272,528

現金及び預金
202,951 350,561 264,726

受取手形及び売掛金
540,451 549,973 552,292

受取手形及び売掛金
325,189 290,933 278,640

資 貸倒引当金
△ 12,858 △ 8,443 △ 8,514 資 貸倒引当金

△ 9,900 △ 4,500 △ 4,500

貸 与 資 産
1,112,867 1,180,199 1,138,610

貸 与 資 産
1,050,320 1,104,975 1,068,728

 （内、資産処分損に　　　  （内、資産処分損に　　　

産   備えた減価償却累計額） (△ 2,378) (△ 6,534) (△ 7,604) 産   備えた減価償却累計額） (△ 2,100) (△ 5,820) (△ 6,600)

そ の 他
146,293 108,730 96,521

そ の 他
127,852 104,265 94,890

      計 1,997,749 2,188,605 2,051,438       計 1,696,413 1,846,234 1,702,484

支払手形及び買掛金
250,795 237,425 275,421

支払手形及び買掛金
220,054 202,400 241,707

借入金・ＣＰ・社債
1,394,600 1,221,086 1,275,958

借入金・ＣＰ・社債
1,137,908 947,880 991,638

負 債権譲渡債務
52,696 416,594 189,652 負 債権譲渡債務

52,696 416,594 189,652

ローン保証引当金
5,000 6,000 6,000

ローン保証引当金
5,000 6,000 6,000

債 退職給付及び役員退職慰労引当金
7,437 6,704 6,803 債 退職給付及び役員退職慰労引当金

7,004 6,134 6,364

そ の 他
68,427 67,452 70,616

そ の 他
70,242 52,360 58,177

      計
1,778,957 1,955,264 1,824,452

      計
1,492,907 1,631,371 1,493,540

少 数 株 主 持 分
3,255 3,912 3,845 ― ― ―

資 資 本 金
9,459 9,459 9,459 資 資 本 金

9,459 9,459 9,459

本 剰 余 金 他
206,076 219,968 213,680 本 剰 余 金 他

194,046 205,403 199,484

      計
215,536 229,428 223,139

      計
203,506 214,863 208,944

負債、少数株主及び資本合計 1,997,749 2,188,605 2,051,438 負債及び資本合計 1,696,413 1,846,234 1,702,484

（連結資金調達の内訳）（連結資金調達の内訳）（連結資金調達の内訳）（連結資金調達の内訳） （個別資金調達の内訳）（個別資金調達の内訳）（個別資金調達の内訳）（個別資金調達の内訳）

（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨） （単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）（単位 百万円：未満切捨）

前中間末前中間末前中間末前中間末 当中間末当中間末当中間末当中間末 前会計年度末前会計年度末前会計年度末前会計年度末 前中間末前中間末前中間末前中間末 当中間末当中間末当中間末当中間末 前会計年度末前会計年度末前会計年度末前会計年度末

短期借入金 355,148 236,352 257,320 短期借入金 262,325 185,659 184,582

長期借入金 513,506 380,533 446,870 長期借入金 480,065 351,972 416,807

間接金融計 868,655 616,886 704,191 間接金融計 742,390 537,632 601,390

（比率） 62% 51% 55% （比率） 65% 57% 61%

ＣＰ (コマーシャル･ペーパー) 81,598 88,070 114,045 ＣＰ (コマーシャル･ペーパー) 30,000 20,000 20,000

社  債 444,346 516,129 457,721 社  債 365,518 390,248 370,248

直接金融計 525,945 604,200 571,767 直接金融計 395,518 410,248 390,248

（比率） 38% 49% 45% （比率） 35% 43% 39%

合　　　計 1,394,600 1,221,086 1,275,958 合　　　計 1,137,908 947,880 991,638

―

－ ４ － 参考



（要約連結キャッシュ・フロー計算書）（要約連結キャッシュ・フロー計算書）（要約連結キャッシュ・フロー計算書）（要約連結キャッシュ・フロー計算書）

　（単位　百万円：未満切捨）　（単位　百万円：未満切捨）　（単位　百万円：未満切捨）　（単位　百万円：未満切捨）

前中間期 当中間期 前年比較 前会計年度

営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー営業活動によるキャッシュ・フロー △ 23,981 166,752 190,733 163,868

税引前中間（当期）純利益 15,079 16,735 1,656 29,331

当期減価償却費 194,888 205,000 10,112 392,802

貸与資産の取得 △ 265,441 △ 291,224 △ 25,783 △ 522,330

貸与資産の売却 22,463 24,726 2,263 46,010

売掛債権の減少（増加） 31,894 △ 22,592 △ 54,486 △ 37,209

買掛債務の増加（減少） 24,976 △ 37,959 △ 62,935 47,899

債権の流動化による入金 271,551 602,606 331,055 836,121

債権の流動化に係わる決済 △ 315,603 △ 336,109 △ 20,506 △ 651,174

その他 △ 3,788 5,568 9,356 22,418

投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー投資活動によるキャッシュ・フロー 37,954 △ 5,323 △ 43,277 47,915

（フリー・キャッシュ・フロー）（フリー・キャッシュ・フロー）（フリー・キャッシュ・フロー）（フリー・キャッシュ・フロー） 13,973 161,428 147,455 211,784

財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー財務活動によるキャッシュ・フロー 3,883 △ 75,105 △ 78,988 △ 164,163

為替換算差額為替換算差額為替換算差額為替換算差額 △ 252 △ 58 194 332

現金及び現金同等物の増加又は減少額現金及び現金同等物の増加又は減少額現金及び現金同等物の増加又は減少額現金及び現金同等物の増加又は減少額 17,604 86,267 68,663 47,953

現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高 225,414 273,366 47,952 225,414

現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高 243,018 359,633 116,615 273,366

－ ５ －
参考



連結セグメント情報（当中間期）連結セグメント情報（当中間期）連結セグメント情報（当中間期）連結セグメント情報（当中間期）

（単位 百万円：未満切捨）
リース事業 リテール事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

営業収益(A) 25,885 36,360 5,114 67,360 △ 2,001 65,358
前年同期比 111% 102% 118% 106% ― 106%

損 営業費用 19,977 25,181 4,073 49,232 △ 609 48,623
営業利益 5,907 11,179 1,040 18,127 △ 1,392 16,735

前年同期比 140% 105% 96% 114% ― 111%
構成比 32% 62% 6% 100% ― ―
中間純利益(B) 3,359 6,422 507 10,289 △ 989 9,300

益 前年同期比 135% 106% 68% 110% ― 109%
構成比 33% 62% 5% 100% ― ―
利益率(B)/(A) 13% 18% 10% 15% ― 14%

取  扱  高 331,325 445,787 111,172 888,285 △ 3,732 884,552

総 資 産 1,151,958 651,817 129,976 1,933,752 254,853 2,188,605
前年度末比較 124 △ 22,056 △ 38,511 △ 60,443 197,610 137,167

総資本営業利益率（年換算） 1.03% 3.37% 1.39% 1.85% ― 1.58%

期末就業人員 723名 1,936名 587名 3,246名 284名 3,530名
構 成 比 20% 55% 17% 92% 8% 100%

連結セグメント情報（平成13年度計画）連結セグメント情報（平成13年度計画）連結セグメント情報（平成13年度計画）連結セグメント情報（平成13年度計画）

（単位 百万円：未満切捨）
リース事業 リテール事業 その他の事業 計 消去又は全社 連結

営業収益(A) 50,512 72,062 11,596 134,170 △ 5,170 129,000
前年比 103% 100% 124% 103% ― 103%

損 営業費用 39,427 50,253 9,212 98,892 △ 2,392 96,500
営業利益 11,085 21,809 2,384 35,278 △ 2,778 32,500

前年比 120% 101% 109% 107% ― 108%
構成比 31% 62% 7% 100% ― ―
当期純利益(B) 5,726 12,379 1,232 19,337 △ 5,337 14,000

益 前年比 117% 103% 91% 106% ― 84%
構成比 30% 64% 6% 100% ― ―
利益率(B)/(A) 11% 17% 11% 14% ― 11%

取  扱  高 676,389 952,489 230,657 1,859,535 △ 7,535 1,852,000

総 資 産 1,196,855 654,317 179,822 2,030,994 192,021 2,223,015
前年度末比較 45,021 △ 19,557 11,334 36,798 134,778 171,576

総資本営業利益率 0.94% 3.28% 1.37% 1.75% ― 1.52%

期末就業人員 717名 1,961名 669名 3,347名 293名 3,640名
20% 54% 18% 92% 8% 100%構 成 比

－ ６ － 参考


